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独立監査人の監査報告書 

 

令和６年６月 21 日 

国立大学法人埼玉大学 

学長 坂井 貴文 殿 

 

有限責任 あずさ監査法人 

東京事務所 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 村  松  啓  輔 

指定有限責任社員 

業 務 執 行 社 員 
公認会計士 寺  澤  直  子 

 

＜財務諸表監査＞ 

監査意見 

当監査法人は、国立大学法人法第 35 条の２において準用する独立行政法人通則法（以下「準用

通則法」という。）第 39 条の規定に基づき、国立大学法人埼玉大学の令和５年４月１日から令和６

年３月 31 日までの第 20 期事業年度の財務諸表（利益の処分に関する書類（案）を除く。以下同

じ。）、すなわち、貸借対照表、損益計算書、純資産変動計算書、キャッシュ・フロー計算書、重要

な会計方針、その他の注記及び附属明細書（関連公益法人等の計算書類及び事業報告書等に基づき

記載している部分を除く。）について監査を行った。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる国立大学法人等

の会計の基準に準拠して、国立大学法人埼玉大学の令和６年３月 31 日現在の財政状態並びに同日

をもって終了する事業年度の運営状況及びキャッシュ・フローの状況を全ての重要な点において適

正に表示しているものと認める。 

 

監査意見の根拠 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる国立大学法人等の監査の基準に準拠

して監査を行った。国立大学法人等の監査の基準における当監査法人の責任は、「財務諸表監査に

おける会計監査人の責任」に記載されている。当監査法人は、我が国における職業倫理に関する規

定に従って、国立大学法人から独立しており、また、会計監査人としてのその他の倫理上の責任を

果たしている。当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断し

ている。この基礎には、当監査法人が監査を実施した範囲においては、財務諸表に重要な虚偽表示

をもたらす学長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為の存在は認め

られなかったとの事実を含んでいる。なお、当監査法人が実施した監査は、財務諸表の重要な虚偽

表示の要因とならない学長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為の

有無について意見を述べるものではない。 

 

その他の記載内容 

その他の記載内容は、附属明細書（関連公益法人等の計算書類及び事業報告書等に基づき記載

している部分）及び事業報告書（会計に関する部分を除く。）である。学長の責任は、その他の記

載内容を作成し開示することにある。また、監事の責任は、その他の記載内容の報告プロセスの

整備及び運用における国立大学法人の役員（監事を除く。）の職務の執行を監視することにある。 

監査報告書の原本(電子署名が付された電子データ)は本学が別途保管しております。



当監査法人の財務諸表等に対する監査意見等の対象にはその他の記載内容は含まれておらず、当

監査法人はその他の記載内容に対して意見等を表明するものではない。 

財務諸表等の監査における当監査法人の責任は、その他の記載内容を通読し、通読の過程におい

て、その他の記載内容と財務諸表等又は当監査法人が監査の過程で得た知識との間に重要な相違が

あるかどうか検討すること、また、そのような重要な相違以外にその他の記載内容に重要な誤りの

兆候があるかどうか注意を払うことにある。 

当監査法人は、実施した作業に基づき、その他の記載内容に重要な誤りがあると判断した場合に

は、その事実を報告することが求められている。 

その他の記載内容に関して、当監査法人が報告すべき事項はない。 

 

財務諸表に対する学長及び監事の責任 

学長の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる国立大学法人等の会計の基準に準拠

して財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正及び誤謬並びに違法行為による

重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために学長が必要と判断した内部統制を

整備及び運用することが含まれる。 

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における国立大学法人の役員（監事を除く。）

の職務の執行を監視することにある。 

 

財務諸表監査における会計監査人の責任 

会計監査人の責任は、会計監査人が実施した監査に基づいて、全体としての財務諸表に不正及び

誤謬並びに違法行為による重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得て、監査報告

書において独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。虚偽表示は、不正及び誤

謬並びに違法行為により発生する可能性があり、個別に又は集計すると、財務諸表の利用者の意思

決定に影響を与えると合理的に見込まれる場合に、重要性があると判断される。 

会計監査人は、我が国において一般に公正妥当と認められる国立大学法人等の監査の基準に従っ

て、監査の過程を通じて、職業的専門家としての判断を行い、職業的懐疑心を保持して以下を実施

する。 

・ 不正及び誤謬並びに違法行為による重要な虚偽表示リスクを識別し、評価する。また、重要な

虚偽表示リスクに対応した監査手続を立案し、実施する。監査手続の選択及び適用は会計監査

人の判断による。さらに、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手する。 

・ 財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、会計

監査人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、監査

に関連する内部統制を検討する。 

・ 学長が採用した会計方針及びその適用方法の適切性、並びに学長によって行われた会計上の見

積りの合理性及び関連する注記事項の妥当性を評価する。 

・ 財務諸表の表示及び注記事項が、我が国において一般に公正妥当と認められる国立大学法人等

の会計の基準に準拠しているかどうかとともに、関連する注記事項を含めた財務諸表の表示、

構成及び内容、並びに財務諸表が基礎となる取引や会計事象を適正に表示しているかどうかを

評価する。 

・ 学長又はその他の役員若しくは職員による不正及び誤謬並びに違法行為が財務諸表に重要な

虚偽表示をもたらす要因となることに十分留意して計画し、監査を実施する。 

会計監査人は、監事に対して、計画した監査の範囲とその実施時期、監査の実施過程で識別し

た内部統制の重要な不備を含む監査上の重要な発見事項、及び国立大学法人等の監査の基準で求

められているその他の事項について報告を行う。 

 

監査報告書の原本(電子署名が付された電子データ)は本学が別途保管しております。



＜利益の処分に関する書類（案）、事業報告書（会計に関する部分に限る。）及び決算報告書に対す

る報告＞ 

会計監査人の報告 

当監査法人は、準用通則法第 39 条の規定に基づき、国立大学法人埼玉大学の令和５年４月１日

から令和６年３月 31 日までの第 20 期事業年度の利益の処分に関する書類（案）、事業報告書（会

計に関する部分に限る。）及び決算報告書について監査を行った。なお、事業報告書について監査の

対象とした会計に関する部分は、事業報告書に記載されている事項のうち、会計帳簿の記録に基づ

く記載部分である。 

当監査法人の報告は次のとおりである。 

(1) 利益の処分に関する書類（案）は、法令に適合しているものと認める。 

(2) 事業報告書（会計に関する部分に限る。）は、国立大学法人埼玉大学の財政状態及び運営状況

を正しく示しているものと認める。 

(3) 決算報告書は、学長による予算の区分に従って、決算の状況を正しく示しているものと認める。 

 

学長及び監事の責任 

学長の責任は、法令に適合した利益の処分に関する書類（案）を作成すること、財政状態及び運

営状況を正しく示す事業報告書を作成すること、並びに学長による予算の区分に従って、決算の状

況を正しく示す決算報告書を作成することにある。 

監事の責任は、財務報告プロセスの整備及び運用における国立大学法人の役員（監事を除く。）の

職務の執行を監視することにある。 

 

会計監査人の責任 

会計監査人の責任は、利益の処分に関する書類（案）が法令に適合して作成されているか、事業

報告書（会計に関する部分に限る。）が財政状態及び運営状況を正しく示しているか、並びに決算報

告書が学長による予算の区分に従って、決算の状況を正しく示しているかについて、独立の立場

から報告することにある。 

 

＜報酬関連情報＞ 

 当監査法人及び当監査法人と同一のネットワークに属する者に対する、国立大学法人の監査証明

業務に基づく報酬及び非監査業務に基づく報酬の額は、事業報告書の「基本情報」に含まれる「11.

役員等の状況（２）会計監査人の氏名又は名称及び報酬」に記載されている。 

 

利害関係 

国立大学法人と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき

利害関係はない。 

 

以 上 

監査報告書の原本(電子署名が付された電子データ)は本学が別途保管しております。





令和５事業年度 
（第２０期） 


 


財  務  諸  表 
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（単位：千円）


資産の部


Ⅰ 固定資産


1 有形固定資産


土地 54,764,003


建物 25,589,368


減価償却累計額 △ 15,538,138 10,051,230


構築物 2,424,230


減価償却累計額 △ 1,757,041 667,189


機械装置 94,033


減価償却累計額 △ 59,810 34,223


工具器具備品 9,670,355


減価償却累計額 △ 8,412,613 1,257,742


図書 3,901,928


美術品・収蔵品 67,610


船舶 2,518


減価償却累計額 △ 2,518 0


車両運搬具 8,797


減価償却累計額 △ 8,006 791


建設仮勘定 12,267


有形固定資産合計 70,756,986


2 無形固定資産


特許権 8,585


ソフトウェア 74,312


電話加入権 1,297


水道施設利用権 2,067


特許権仮勘定 10,187


無形固定資産合計 96,450


3 投資その他の資産


投資有価証券 701,995


敷金・保証金 8,193


投資その他の資産合計 710,188


固定資産合計 71,563,625


Ⅱ 流動資産


現金及び預金 3,233,019


未収学生納付金収入 115,648


徴収不能引当金 △ 1,867 113,781


たな卸資産 507


前払費用 7,539


未収収益 2,331


その他未収入金 444,601


立替金 37,947


流動資産合計 3,839,728


資産合計 75,403,353


（　令和６年３月３１日　）


貸　借　対　照　表
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負債の部


Ⅰ 固定負債


長期繰延補助金等　※ 392,267


長期預り保証金 42,861


長期借入金 15,254


長期リース債務 4,637


資産除去債務 4,760


固定負債合計 459,780


Ⅱ 流動負債


運営費交付金債務　※ 203,401


寄附金債務　※ 964,159


前受受託研究費　※ 48,169


前受共同研究費　※ 168,264


前受受託事業費等　※ 2,930


前受金 706,556


科学研究費助成事業等預り金 225,213


預り金 214,405


一年以内返済予定長期借入金 20,338


未払金 1,788,947


リース債務 18,344


未払消費税等 13,156


流動負債合計 4,373,889


負債合計 4,833,669


純資産の部


Ⅰ 資本金


政府出資金 66,656,248


資本金合計 66,656,248


Ⅱ 資本剰余金


資本剰余金 13,944,549


減価償却相当累計額(△)　※ △ 16,132,524


減損損失相当累計額(△)　※ △ 1,174


除売却差額相当累計額(△)　※ △ 1,424,491


資本剰余金合計 △ 3,613,640


Ⅲ 利益剰余金


前中期目標期間繰越積立金　※ 506,067


教育研究運営改善積立金　※ 277,834


積立金 6,626,293


当期未処分利益 116,880


（うち当期総利益 116,880 )


利益剰余金合計 7,527,075


純資産合計 70,569,683


負債純資産合計 75,403,353


（注）科目名等に※を付したものは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目です。
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（単位：千円）


Ⅰ 経常費用


1 業務費


　教育経費 1,608,376


　研究経費 1,034,964


　教育研究支援経費 644,117


　受託研究費 276,563


共同研究費 219,616


　受託事業費等 89,431


　役員人件費 92,189


　教員人件費


常勤教員給与 5,946,453


非常勤教員給与 419,231 6,365,684


　職員人件費


常勤職員給与 1,871,749


非常勤職員給与 478,043 2,349,793 12,680,738


2 一般管理費 530,402


3 財務費用


　支払利息 910


為替差損 65 975


4 雑損


その他の雑損 1,728 1,728


　経常費用合計 13,213,844


Ⅱ 経常収益


1 運営費交付金収益　※ 5,961,248


2 授業料収益 4,260,918


3 入学金収益　※ 663,846


4 検定料収益 159,640


5 受託研究収益　※ 309,672


6 共同研究収益　※ 244,873


7 受託事業等収益　※ 89,520


8 寄附金収益　※ 560,294


9 施設費収益 123,276


10 補助金等収益　※ 458,839


（　令和５年４月１日～令和６年３月３１日　）


損　益　計　算　書
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11 財務収益


有価証券利息 6,146 6,146


12 雑益


財産貸付料収入 179,496


文献複写料収入 503


研究関連収入 169,294


公開講座等収益 1,202


その他の雑益 67,585 418,082


経常収益合計 13,256,359


経常利益 42,514


Ⅲ 臨時損失


固定資産除却損 12,225


災害損失 2,242 14,468


Ⅳ 臨時利益


補助金等収益　※ 0


受取保険金 216 216


Ⅴ 当期純利益 28,262


Ⅵ 前中期目標期間繰越積立金取崩額　※ 88,617


Ⅶ 当期総利益 116,880


（注1）資本剰余金を減額したコスト等に関する注記


当期総利益 116,880


減価償却相当額 △ 632,661
除売却差額相当額 △0
賞与引当増加相当額 △ 7,757
退職給付引当増加相当額 △ 92,626
小計 △ 733,046


施設費収益相当額 230,238
その他 130,724


 資本剰余金を減額したコスト等を含めた損益相当額 △ 255,203


（注2）科学研究費助成事業等に関する注記


 当期受入額 654,152
 当期支出額 623,057


（注3）科目名等に※を付したものは、国立大学法人等固有の会計処理に伴う勘定科目です。
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（単位：千円）


うち当期
総利益


66,656,248     66,656,248     13,583,586     △15,502,377  △1,174         △1,421,976    △3,341,941    725,409         -                  -                  6,904,128       -                  7,629,537       70,943,844     


Ⅰ　資本金の当期変動額


Ⅱ　資本剰余金の当期変動額


固定資産の取得 230,238         230,238         230,238         


固定資産の除売却 2,514             △2,514         △0 △0


減価償却 △632,661      △632,661      △632,661      


Ⅲ　利益剰余金の当期変動額


（１）　利益の処分


　　　　利益処分による積立 277,834         6,626,293       △6,904,128    -                  -                  


（２）　その他


　　　　当期純利益 28,262           28,262           28,262           28,262           


　　　　前中期目標期間繰越積立金取崩額 130,724         130,724         △219,341      88,617           88,617           △130,724      -                  


当期変動額合計 -                  -                  360,963         △630,147      -                  △2,514         △271,698      △219,341      277,834         6,626,293       △6,787,248    116,880         △102,461      △374,160      


当期末残高 66,656,248     66,656,248     13,944,549     △16,132,524  △1,174         △1,424,491    △3,613,640    506,067         277,834         6,626,293       116,880         116,880         7,527,075       70,569,683     


　　　　　　　※資本剰余金の財源別増減明細


期首
残高


当期
増加額


当期
減少額


期末
残高


摘要


施設費 12,215,011     230,238         -                  12,445,250     


授業料 9,000             -                  -                  9,000             


目的積立金 1,346,072       130,724         -                  1,476,797       


無償譲与 13,502           -                  -                  13,502           


合計 13,583,586     360,963         -                  13,944,549     


積立金


当期変動額


除売却差額
相当累計額


(△)


資本
剰余金
合計


前中期目標期
間


繰越積立金


資本
剰余金※


減価償却
相当累計額


(△)


減損損失
相当累計額


(△)


当期首残高


純 資 産 変 動 計 算 書


（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）


Ⅰ　資本金 Ⅱ　資本剰余金 Ⅲ　利益剰余金


純資産
合計政府


出資金
資本金
合計


当期未処分
利益


利益剰余金
合計


教育研究運営
改善積立金


5







Ⅰ 業務活動によるキャッシュ・フロー
原材料、商品又はサービスの購入による支出 △ 2,444,927
人件費支出 △ 8,802,887
その他の業務支出 △ 476,331
運営費交付金収入 5,975,063
授業料収入 3,879,848
入学金収入 612,898
検定料収入 159,613
受託研究収入 286,736
共同研究収入 247,791
受託事業等収入 67,251
補助金等収入 380,707
科学研究費助成事業等預り金の減少 △ 45,051
寄附金収入 310,739
公開講座等収入 1,202
財産貸付料収入 179,670
研究関連収入 169,294
その他の収入 66,065
預り金の増減 30,792
業務活動によるキャッシュ・フロー 598,478


Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー
有価証券の取得による支出 △ 100,000
有形固定資産の取得による支出 △ 501,861
無形固定資産の取得による支出 △ 5,119
施設費による収入 353,515
　小　計 △ 253,466
利息の受取額 5,615
投資活動によるキャッシュ・フロー △ 247,851


Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー
長期借入金の返済による支出 △ 20,338
リース債務償還額 △ 89,832
　小　計 △ 110,171
利息の支払額 △ 910
財務活動によるキャッシュ・フロー △ 111,081


Ⅳ 資金増加額(又は減少額) 239,545
Ⅴ 資金期首残高 2,993,474
Ⅵ 資金期末残高 3,233,019


キャッシュ･フロー計算書
（令和５年４月１日～令和６年３月３１日）


（単位：千円）
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（単位：円）


Ⅰ 当期未処分利益 116,880,040


当期総利益 116,880,040


Ⅱ 利益処分額


116,880,040 116,880,040 116,880,040


利益の処分に関する書類（案）


国立大学法人法第35条の２において準用す
る独立行政法人通則法第44条第３項により
文部科学大臣の承認を受けようとする額


教育研究運営改善積立金
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（重要な会計方針） 


 国立大学法人会計基準（「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」報告書」（国


立大学法人会計基準等検討会議 令和４年２月１０日改訂）及び「「国立大学法人会計基準」及び「国立


大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計士協会 令和５年４月１３日


最終改訂）を適用して、財務諸表を作成しています。 


 


１．運営費交付金収益及び授業料収益の計上基準 


下記を除き、期間進行基準を採用しています。 


文部科学省が指定する基幹運営費交付金の一部及び 


特殊要因経費に充当される運営費交付金 


･･･ 費用進行基準 


文部科学省が指定する基幹運営費交付金及び学内予算


プロジェクト事業に充当される運営費交付金 


･･･ 業務達成基準 


      


２．減価償却の会計処理方法 


 (1) 有形固定資産 


定額法を採用しています。 


耐用年数については、法人税法上の耐用年数を基準としており、主な資産の耐用年数は以下のとお


りです。 


     


    


 


 


          


 


 


なお、受託研究等収入により購入した償却資産のうち、当該研究等の終了後に他の目的に使用す


ることが困難な資産については、当該受託研究等の期間を耐用年数としています。また、特定の償


却資産（国立大学法人会計基準第７８）及び資産除去債務に対応する特定の除去費用等（国立大学


法人会計基準第８５）に係る減価償却相当額については、減価償却相当累計額として資本剰余金か


ら控除して表示しています。 


 


 (2) 無形固定資産 


定額法を採用しています。 


なお、法人内利用のソフトウェアについては、法人内における利用可能期間（５年）に基づいています。 


 


３．徴収不能引当金の計上基準 


債権の貸倒による損失に備えるため、貸倒実績率により見積もった回収不能見込額を引当金として


計上しています。 


 


４．賞与引当金及び見積額の計上基準 


賞与については、翌期以降の運営費交付金により財源措置がなされるため、賞与に係る引当金は


計上していません。 


なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における賞与引当増加相当額は、当事業年度末におけ


る支給見込額に基づき計算された賞与に係る増加相当額を計上しています。 


建物 2 年 ～ 50 年 


構築物 2 年 ～ 50 年 


機械装置 


工具器具備品 


8 年 


2 年 


～ 


～ 


17 年 


20 年 


船舶 5 年 ～ 11 年 


車両運搬具 3 年 ～ 6 年 
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５．退職給付に係る引当金及び見積額の計上基準 


退職一時金については、運営費交付金により財源措置がなされるため、退職給付に係る引当金は


計上していません。 


なお、資本剰余金を減額したコスト等の注記における退職給付引当増加相当額は、基準第８２第４項


に基づき計算された退職一時金に係る退職給付引当金の当期増加額を計上しています。 


 


６．有価証券の評価基準及び評価方法 


満期保有目的債券については、償却原価法（定額法）を採用しています。 


 


７．収益及び費用の計上基準 


検定試験等のサービスに係る収益は、主に受験生から支出された検定料であり、当法人は受験生


に対して検定試験等のサービス等を引き渡す義務を負っております。当該履行義務は、検定試験等の


サービス等を実施した一時点において充足されると判断し、収益を認識しております。 


 


８．たな卸資産の評価基準及び評価方法 


 貯蔵品  最終仕入原価法 


  


９．リース取引の会計処理 


リース料総額が３００万円以上のファイナンス・リース取引については、通常の売買取引に係る方法


に準じた会計処理によっています。 


    


10．消費税等の会計処理 


消費税及び地方消費税の会計処理方法は、税込方式によります。 


 


11．会計方針の変更 


（国立大学法人会計基準等の改訂に伴う受託研究費等財源の償却資産に係る会計処理の変更） 


受託研究等収入により購入した償却資産については、前事業年度まで当該受託研究等の期間を耐


用年数としていましたが、当事業年度より改訂後の国立大学法人会計基準等を適用し、当該研究の終


了後も使用する予定である償却資産については、国立大学法人会計基準上の法定耐用年数を採用し


ています。 


この結果、貸借対照表では流動負債が 7,590 千円減少するとともに、有形固定資産は 65,141 千円


増加し、損益計算書では経常費用が 65,141 千円減少、経常収益が 7,590 千円減少するとともに、当期


純利益及び当期総利益は 57,551 千円増加しております。 


 


（国立大学法人会計基準等の改訂に伴う収益認識に係る改訂内容の適用） 


当事業年度より、教育研究等のサービス等の提供により得た収入のうち金融商品に係る取引及びリ


ース取引等を除く、「顧客との契約」から生じた取引は、改訂後の国立大学法人会計基準等を適用し、


国立大学法人会計基準「第７７ 教育研究等のサービス等の提供による収益の会計処理」に基づき収


益を認識しております。 


この結果、これにより財務諸表に与える影響はありません。   
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（注記事項） 


１．貸借対照表関係 


（1） 退職給付引当相当額の見積額      5,572,512 千円 


（2） 賞与引当相当額の見積額          631,066 千円 


 


２．損益計算書関係 


（1） 臨時損失に計上されている災害損失は、令和５年４月１２日に発生した火災によるものであり、内


訳は以下のとおりです。 


原状回復に要した費用 2,242 千円 


 


（2） 臨時利益に計上されている受取保険金 216 千円は、令和５年４月１２日に発生した火災による被害


等に対しての保険金収入によるものです。 


 


３．キャッシュ・フロー計算書関係 


（1） 資金の期末残高の貸借対照表科目別の内訳  


現金及び預金勘定 3,233,019 千円 


資金期末残高 3,233,019 千円 


（2） 重要な非資金取引 


寄附受による資産の増加 166,699 千円 


 


４．国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストに関する注記 


当事業年度の国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストについては、 


次のとおりです。 


（単位：千円） 


国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコスト 


 


Ⅰ 業務費用 


（１）損益計算書上の費用 


（２）（控除）自己収入等 


業務費用合計 


Ⅱ 資本剰余金を減額したコスト等 


Ⅲ 機会費用 


国又は地方公共団体の無償又は減額された 


使用料による貸借取引の機会費用 


政府出資の機会費用 


Ⅳ 国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に 


帰せられるコスト 


 


13,228,313 


△6,325,336 


 


 


 


 


227 


447,745 


 


 


 


6,902,976 


733,046 


 


 


 


447,973 


 


8,083,995 


 


国立大学法人等の業務運営に関して国民の負担に帰せられるコストの注記における機会費


用の計上方法 


(1) 国等の財産の無償又は減額された使用料による賃借取引の機会費用の計算方法 


近隣の地代や賃借料を参考に計算しています。 


(2) 政府出資等の機会費用の計算に使用した利率 


10 年利付政府保証債の令和６年３月末利回りを参考に 0.725％で計算しています。 
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５．減損会計関係 


 減損を認識した固定資産に関する事項 


(1) 減損を認識した固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 


  （単位：千円） 


用途 種類 場所 帳簿価額 


課外活動施設 


（軽井沢荘） 


土地 
長野県北佐久郡軽沢町大字長


倉字赤岩 2148-167 


13,900 


建物 101 


構築物 597 


 


(2) 減損の認識に至った経緯 


令和６年３月３１日をもって用途廃止とする意思決定を行ったため、減損を認識しました。 


 


(3) 減損額の内訳 


  （単位：千円） 


用途 種類 場所 
損益計算書 


計上額 


損益計算書 


非計上額 


課外活動施設 


（軽井沢荘） 


土地 
長野県北佐久郡軽沢町大字長


倉字赤岩 2148-167 


－ － 


建物 － － 


構築物 － － 


 


(4) 回収可能サービス額の算定方法 


正味売却価額を回収可能サービス額として採用しており、正味売却価額は不動産鑑定士による鑑定


評価額に基づいて算定しております。 


 


 


 減損の兆候が認められた固定資産に関する事項 


(1) 減損の兆候が認められた固定資産の用途、種類、場所、帳簿価額等の概要 


 （単位：千円） 


用途 種類 場所 帳簿価額 


国際交流会館 1 号館 建物 
埼玉県さいたま市桜区 


下大久保 645 
83,761 


国際交流会館 3 号館 建物 
埼玉県さいたま市桜区 


下大久保 645 
143,424 


 


(2) 認められた減損の兆候の概要 


外国人留学生数の減少や建物の老朽化等により入居者数が減少したため、当該資産の利用状況


が著しく低下しております。 


 


(3) 減損の認識に至らなかった根拠 


一時的に利用状況が著しく低下しておりますが、外国人留学生に対して継続的な募集を行っており、


将来的に利用状況の回復が見込まれることを踏まえ、当該資産を引き続き利用することが想定されて


いるため、減損の認識に至りませんでした。 
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 翌事業年度以降の特定の日以後使用しないと決定した固定資産に関する事項 


(1) 使用しないという決定を行った固定資産の用途、場所、種類、帳簿価額等の概要 


（単位：千円） 


用途 種類 場所 帳簿価額 


秩父倉庫 
土地 埼玉県秩父市大滝 2854-14（敷地、建物）、 


埼玉県秩父市大滝 3855-11（敷地） 


1,410 


建物 0 


大久保１地区敷地 土地 埼玉県さいたま市桜区下大久保 255（一部） 18,466 


 


(2) 使用しなくなる日、使用しないという決定を行った経緯及び理由 


・秩父倉庫 


学生・教職員の福利厚生施設として活用してきた山寮について、稼働率が著しく低調であったこと


から平成２５年度をもって倉庫として利用してきましたが、教育研究上の活用が見込めないことから、


令和５年９月の役員会において翌年度以降の譲渡の方針を決定し、令和６年３月２５日付けで中期


計画を変更し重要な財産を譲渡する計画を追記しました。 


・大久保１地区敷地 


さいたま市より、さいたま市都市計画道路事業の道路用地としての譲渡の申し入れがあり、教育


研究上支障がないことから、令和５年９月の役員会において翌年度以降の譲渡の方針を決定し、令


和６年３月２５日付けで中期計画を変更し重要な財産を譲渡する計画を追記しました。 


 


(3) 将来の使用しなくなる日における帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額 


譲渡時期が決定した時点で、帳簿価額、回収可能サービス価額及び減損額の見込額を算出します。 


 


６．重要な債務負担行為 


当事業年度に契約を締結し、翌期に支払いが発生する重要なものは以下のとおりです。 


  （単位：千円） 


契約内容 契約先 契約金額 翌期支払額 


埼玉大学教育学部附属特別支援学校 


中・高等部・管理棟改修その他工事 
大東建託株式会社 219,189 219,189 


埼玉大学(大久保１）中央監視制御 


設備更新工事 
日新電機株式会社 110,000 110,000 


 


７．重要な後発事象 


該当事項はありません。 


 


８．金融商品に関する注記 


(1) 金融商品の状況に関する事項 


   当法人は、資金運用については国立大学法人法第３５条の２において準用する独立行政法人通則法第


４７条の規定に基づき、国債、地方債、政府保証債等の有価証券、預貯金、金銭信託に限定しています。 


   当事業年度の資金運用にあたっては、有価証券にて行っています。 


 


(2) 金融商品の時価等に関する事項 


期末日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりです。なお、  


現金は注記を省略しており、預金、未払金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似すること


から、注記を省略しております。 
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（単位：千円） 


 貸借対照表計上額(*) 時    価（*） 差    額（*） 


投資有価証券 701,995 701,110 △886         


（*） 負債に計上されているものについては、（ ）で示しています。 


 


（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明 


金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の３つ


のレベルに分類しております。 


レベル１の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定 


した時価 


レベル２の時価：レベル１のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて  


算定した時価 


レベル３の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価 


 


時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれ


ぞれ属するレベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。 


 


投資有価証券 


国債及び社債は相場価格を用いて評価しております。国債は、活発な市場で取引されているため、


その時価をレベル１の時価に分類しております。社債は、市場が活発でないため、その時価をレベル２


の時価に分類しております。 


 


９．資産除去債務に関する事項 


(1) 資産除去債務の内容及び算定方法 


 石綿障害予防規則等に基づくアスベスト除去に係る支出額を見積もっています。  


 なお、耐用年数は到来済みです。 


(2) 資産除去債務の総額の期中における増減内容  


期中における増減額はありません。 


当事業年度末における残高は 4,760 千円 です。 


 


10．収益認識に関する注記 


当法人は、以下に記載する内容を除き、会計基準第７７における収益に重要性が乏しいため、注記


を省略しております。 


 (1) 収益の分解情報 


当法人は教育・研究業務及びその他の事業を実施しており、基準第７７を適用する取引に係る主


なサービス等の種類と収益の額は、入学及び転入学等の出願を受理する時に徴収する検定料によ


る検定料収益 159,640 千円であります。 


 (2) 収益を理解するための基礎となる情報 


「重要な会計方針に係る事項に関する注記」の「収益及び費用の計上基準」に記載のとおりです。 


 (3) 当該事業年度及び翌事業年度以降の収益の金額を理解するための情報 


当該事業年度末における残存履行義務に配分された取引はありません。 


 


11．その他 


貸借対照表、損益計算書、キャッシュ･フロー計算書及び純資産変動計算書の記載金額は、千円未


満を切り捨てて表示しています。 
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附属明細書 


 1.固定資産の取得及び処分、減価償却費並びに減損損失の明細   ・・・・・  １ 


 2.たな卸資産の明細   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ２ 


 3.無償使用国有財産等の明細   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ３ 


 4.ＰＦＩの明細   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ４ 


 5.有価証券の明細 


  5-1 流動資産として計上された有価証券   ・・・・・・・・・・・・・・・  ５ 


  5-2 投資その他の資産として計上された有価証券   ・・・・・・・・・・・  ５ 


6.引当特定資産の明細   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ６ 


 7.出資金の明細   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ７ 


 8.長期貸付金の明細   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ８ 


 9.借入金の明細   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・  ９ 


10.国立大学法人等債の明細   ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １０ 


11.引当金の明細 


 11-1 引当金の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １１ 


 11-2 貸付金等に対する貸倒引当金の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・ １２ 


 11-3 退職給付引当金の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １３ 


12.資産除去債務の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １４ 


13.保証債務の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １５ 


14.目的積立金の取崩しの明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １６ 


15.業務費及び一般管理費の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ １７ 


16.運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細 


 16-1 運営費交付金債務  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２１ 


 16-2 運営費交付金収益  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２２ 


17.運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細 


 17-1 施設費の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２３ 


 17-2 補助金等の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２４ 


18.役員及び教職員の給与の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２５ 


19.開示すべきセグメント情報  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２６ 


20.寄附金の明細及び寄附金の受入額の明細 


 20-1 寄附金債務の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２７ 


 20-2 寄附金の受入額の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２８ 


21.受託研究の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ２９ 


22.共同研究の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３０ 


23.受託事業等の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３１ 


24.科学研究費助成事業等の明細  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３２ 


25.上記以外の主な資産、負債、費用及び収益の明細  ・・・・・・・・・・ ３３ 


26.関連公益法人等  ・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・・ ３４ 







 （単位：千円）


当期償却額 当期減損損失 当期減損損失相当額


建 物 21,757,330        319,483            -                     22,076,813        13,889,322        510,822            -                     -                     -                     8,187,491         


構 築 物 1,830,636         26,518             -                     1,857,155         1,383,520         61,824             -                     -                     -                     473,634            


有形固定資産 機 械 装 置 35,789             -                     -                     35,789             24,961             2,105               -                     -                     -                     10,827             


（特定償却資産） 工 具 器 具 備 品 1,021,622         14,961             2,514               1,034,069         822,193            55,378             -                     -                     -                     211,876            


船 舶 1,228               -                     -                     1,228               1,228               -                     -                     -                     -                     0


車 両 運 搬 具 3,332               -                     -                     3,332               3,332               -                     -                     -                     -                     0


計 24,649,940        360,963            2,514               25,008,389        16,124,558        630,131            -                     -                     -                     8,883,830         


建 物 3,385,991         126,563            -                     3,512,555         1,648,816         146,145            -                     -                     -                     1,863,738         


構 築 物 565,866            1,209               -                     567,075            373,521            27,767             -                     -                     -                     193,554            


機 械 装 置 58,244             -                     -                     58,244             34,848             3,280               -                     -                     -                     23,395             


有形固定資産 工 具 器 具 備 品 8,227,843         503,204            94,762             8,636,285         7,590,419         424,169            -                     -                     -                     1,045,865         


（特定償却資産以外） 図 書 3,995,052         12,872             105,996            3,901,928         -                     -                     -                     -                     -                     3,901,928         


船 舶 1,290               -                     -                     1,290               1,290               -                     -                     -                     -                     0


車 両 運 搬 具 5,465               -                     -                     5,465               4,674               910                  -                     -                     -                     791                  


計 16,239,753        643,849            200,758            16,682,845        9,653,570         602,275            -                     -                     -                     7,029,274         


土 地 54,764,003        -                     -                     54,764,003        -                     -                     -                     -                     -                     54,764,003        


美 術 品 ・ 収 蔵 品 68,190             -                     580                  67,610             -                     -                     -                     -                     -                     67,610             


建 設 仮 勘 定 11,036             3,080               1,848               12,267             -                     -                     -                     -                     -                     12,267             


計 54,843,229        3,080               2,428               54,843,880        -                     -                     -                     -                     -                     54,843,880        


土 地 54,764,003        -                     -                     54,764,003        -                     -                     -                     -                     -                     54,764,003        


建 物 25,143,322        446,046            -                     25,589,368        15,538,138        656,968            -                     -                     -                     10,051,230        


構 築 物 2,396,503         27,727             -                     2,424,230         1,757,041         89,592             -                     -                     -                     667,189            


機 械 装 置 94,033             -                     -                     94,033             59,810             5,386               -                     -                     -                     34,223             


有形固定資産 工 具 器 具 備 品 9,249,465         518,166            97,276             9,670,355         8,412,613         479,548            -                     -                     -                     1,257,742         


合計 図 書 3,995,052         12,872             105,996            3,901,928         -                     -                     -                     -                     -                     3,901,928         


美 術 品 ・ 収 蔵 品 68,190             -                     580                  67,610             -                     -                     -                     -                     -                     67,610             


船 舶 2,518               -                     -                     2,518               2,518               -                     -                     -                     -                     0


車 両 運 搬 具 8,797               -                     -                     8,797               8,006               910                  -                     -                     -                     791                  


建 設 仮 勘 定 11,036             3,080               1,848               12,267             -                     -                     -                     -                     -                     12,267             


計 95,732,923        1,007,892         205,701            96,535,115        25,778,129        1,232,406         -                     -                     -                     70,756,986        


ソ フ ト ウ ェ ア 12,650             -                     -                     12,650             7,965               2,530               -                     -                     -                     4,684               


電 話 加 入 権 2,472               -                     -                     2,472               -                     -                     1,174               -                     -                     1,297               


計 15,122             -                     -                     15,122             7,965               2,530               1,174               -                     -                     5,981               


特 許 権 49,191             1,644               7,375               43,460             34,875             2,854               -                     -                     -                     8,585               


ソ フ ト ウ ェ ア 293,262            54,436             -                     347,699            278,070            8,314               -                     -                     -                     69,628             


水 道 施 設 利 用 権 19,818             -                     -                     19,818             17,750             1,321               -                     -                     -                     2,067               


特 許 権 仮 勘 定 28,683             5,277               23,772             10,187             -                     -                     -                     -                     -                     10,187             


計 390,955            61,358             31,148             421,165            330,696            12,489             -                     -                     -                     90,468             


特 許 権 49,191             1,644               7,375               43,460             34,875             2,854               -                     -                     -                     8,585               


ソ フ ト ウ ェ ア 305,912            54,436             -                     360,349            286,036            10,844             -                     -                     -                     74,312             


無形固定資産 電 話 加 入 権 2,472               -                     -                     2,472               -                     -                     1,174               -                     -                     1,297               


合計 水 道 施 設 利 用 権 19,818             -                     -                     19,818             17,750             1,321               -                     -                     -                     2,067               


特 許 権 仮 勘 定 28,683             5,277               23,772             10,187             -                     -                     -                     -                     -                     10,187             


計 406,077            61,358             31,148             436,287            338,662            15,019             1,174               -                     -                     96,450             


投 資 有 価 証 券 602,172            100,000            177                  701,995            -                     -                     -                     -                     -                     701,995            


敷 金 ・ 保 証 金 8,193               -                     -                     8,193               -                     -                     -                     -                     -                     8,193               


計 610,366            100,000            177                  710,188            -                     -                     -                     -                     -                     710,188            


(1)　固定資産の取得及び処分、減価償却費（「第78 特定の償却資産の減価に係る会計処理」及び「第85 資産除去債務に係る特定の除去費用等の会計処理」による減価償却相当額も含む。）並びに減損損失の明細


非償却資産


当期減少額 期末残高
減損損失累計額減価償却累計額


無形固定資産
（特定償却資産）


無形固定資産
（特定償却資産以外）


差引当期末残高 摘要


投資その他の資産


資産の種類 期首残高 当期増加額


1







(2)　たな卸資産の明細 （単位：千円）


当期購入・
製造・振替


その他 払出・振替 その他


貯蔵品 583           2,034         -              2,111         -              507           


種　類 期首残高 期末残高 摘　要


当期増加額 当期減少額
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(3)　無償使用国有財産等の明細


区　分 種　別 所在地 面　積 構　造 機会費用の金額 摘　要


（㎡） （千円）


通信管路埋設 さいたま市桜区下大久保255 1.20 - 1                      


テレビ電波障害解消
のための架空線設置


さいたま市桜区下大久保645 5.54 - 4                      


配管用トレンチ敷地 さいたま市北区日進町2-480 245.36 - 222                   


雨水排水管布設 さいたま市北区日進町2-480 0.25 - 0


小　計 252.35 227                   


該当事項はありません。


小　計


227                   


建　　物


合　　計


土　　地
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(4)　ＰＦＩの明細         （単位：千円）


事業名 事業概要 施設所有形態 契約先 契約期間 摘　要


該当事項はありません。
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(5)　有価証券の明細


(5)－1　流動資産として計上された有価証券 （単位：千円）


銘　 柄 取得総額 時　価
貸借対照表


計上額
当期損益に含ま
れた評価損益


該当事項はありません。


計


種類及び銘柄 取得価額 券面総額
貸借対照表


計上額
当期損益に含ま
れた評価差額


該当事項はありません。


計


種類及び銘柄 取得価額 時　価
貸借対照表


計上額
当期損益に含ま
れた評価差額


その他有価証券
評価差額


摘要


該当事項はありません。


計


（控除）引当
特定資産に含
まれている額


貸借対照表
計上額


(5)－2　投資その他の資産として計上された有価証券 （単位：千円）


種類及び銘柄 取得価額 券面総額
貸借対照表


計上額
当期損益に含ま
れた評価差額


20年利付国債　第153回 203,540 200,000 201,995 -                    


一般担保付社債 第537回
関西電力株式会社


100,000 100,000 100,000 -                    


一般担保付社債 第87回
中日本高速道路株式会社


100,000 100,000 100,000 -                    


一般担保付社債 第50回
東京電力パワーグリッド株式会社 100,000 100,000 100,000 -                    


一般担保付社債 第51回
東京電力パワーグリッド株式会社 100,000 100,000 100,000 -                    


一般担保付社債 第64回
東京電力パワーグリッド株式会社 100,000 100,000 100,000 -                    


計 703,540 700,000 701,995 -                    


種類及び銘柄 取得価額 時　価
貸借対照表


計上額
当期損益に含ま
れた評価差額


その他有価証券
評価差額


摘要


該当事項はありません。


計


銘　 柄 取得価額
純資産に持分割
合を乗じた価額


貸借対照表
計上額


当期損益に含ま
れた評価差額


該当事項はありません。


計


銘　 柄 取得価額
純資産比率割合


を乗じた価額
貸借対照表


計上額


当期資本剰余金
を増減した評価


差額


該当事項はありません。


計


種類及び銘柄 取得価額
貸借対照表


計上額


当期損益に含ま
れた投資事業
有限責任組合
損益相当額


その他有価証券
評価差額


該当事項はありません。


計


種類及び銘柄 取得価額
貸借対照表


計上額


当期資本剰余金
を増減した投資
事業有限責任組
合損益相当額


当期資本剰余金
を増減したその
他有価証券評価


差額


該当事項はありません。


計


（控除）引当
特定資産に含
まれている額


-                    


貸借対照表
計上額


701,995


その他
有価証券


関係会社
株　　式


摘　　要


その他の
関係会社
有価証券


摘　　要


関係会社
株　　式


（基準第79）


摘　　要


その他の
関係会社
有価証券


（基準第79）


摘　　要


売買目的
有価証券


摘　　要


満期保有
目的債券


摘　　要


その他
有価証券


満期保有
目的債券


摘　　要
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(6)　引当特定資産の明細         （単位：千円）


区分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　要


減価償却引当
特定資産


該当事項はありません。


国立大学法人等債
償還引当特定資産


該当事項はありません。


合　計


6







(7)　出資金の明細 （単位：千円）


会社名 主たる業務内容 期首残高 当期増加額 当期減少額
期末残高


（出資比率）
摘　要


計


該当事項はありません。
（　％）


（  ％）
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(8)　長期貸付金の明細 （単位：千円）


回収額 償却額


関係法人長期貸付金 該当事項はありません。


その他長期貸付金 該当事項はありません。


計


摘　要区　分
当期減少額


期首残高 当期増加額 期末残高
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(9)　借入金の明細  （単位：千円）


区　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 平均利率（％） 返済期限 摘　要


(20,338) (20,338)


55,932 -                20,338 35,593 0.30%


(20,338) (20,338)


55,932 -                20,338 35,593


　（注1）　（　　）は内数で、１年以内返済予定分を計上しています。


　（注2）　「平均利率」の欄は、加重平均利率を記載しています。


長期借入金


計


令和7年度
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(10)　国立大学法人等債の明細 （単位：千円）


銘　柄 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 利率（％） 償還期限 摘　要


該当事項はありません。


計
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(11)　引当金の明細


(11)－1　引当金の明細 （単位：千円）


目的使用  その他


該当事項はありません。


合　計


期末残高 摘　要
当期減少額


 区　分 期首残高 当期増加額
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(11)－2　貸付金等に対する貸倒引当金の明細 （単位：千円）


期首残高 当期増減額 期末残高 期首残高 当期増減額 期末残高


未収学生納付金収入 111,133       4,515 115,648       2,188           △ 320 1,867           
貸倒見積額は過去３年間の
貸倒実績率により算定


計 111,133       4,515 115,648       2,188           △ 320 1,867           


貸付金等の残高 貸倒引当金の残高
摘　　要区　　　分
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(11)－3　退職給付引当金の明細 （単位：千円）


期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要


退職給付債務合計額 該当事項はありません。


退職一時金に係る債務


確定給付企業年金等に係る債務


年金資産


退職給付引当金


未認識過去勤務費用及び未認識
数理計算上の差異


区　　分
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(12)　資産除去債務の明細 （単位：千円）


区　　分 期首残高 当期増加額 当期減少額 期末残高 摘　　要


石綿障害予防規則等に基づ
くアスベスト除去


4,760 -                        -                        4,760 基準第86の特定有


計 4,760 -                        -                        4,760
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(13)　保証債務の明細


保証料収益


件数 金額 件数 金額 件数 金額 件数 金額 金額
（千円） （千円） （千円） （千円）   （千円）


該当事項はありません。


期末残高
区　分


期首残高 当期増加 当期減少
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(14)　目的積立金の取崩しの明細 （単位：千円）


授業料免除
実施経費


建物等長寿命
化事業


電気設備
機器等更新


無線LANシス
テム化設備


教育研究環境
整備等事業


 計


建物 -                 5,899            -                 -                 -                 5,899            


建物附属設備 -                 53,218          15,063          -                 37,097          105,380        


構築物 -                 -                 4,482            -                 -                 4,482            


工具器具備品 -                 -                 -                 14,961          -                 14,961          


小計 -                 59,117          19,546          14,961          37,097          130,724        


教育経費


修繕費 -                 10,991          6,067            -                 17,641          34,700          


奨学費 2,580            -                 -                 -                 -                 2,580            


報酬・委託・手数料 -                 -                 26                -                 -                 26                


研究経費


修繕費 -                 3,076            490              -                 -                 3,567            


報酬・委託・手数料 -                 -                 24                -                 -                 24                


教育研究支援経費


消耗品費 -                 -                 -                 14,761          -                 14,761          


備品費 -                 -                 -                 31,162          -                 31,162          


報酬・委託・手数料 -                 -                 -                 946              -                 946              


一般管理費


修繕費 -                 343              489              -                 -                 832              


報酬・委託・手数料 -                 -                 16                -                 -                 16                


小計 2,580            14,411          7,115            46,869          17,641          88,617          


合計 2,580            73,529          26,661          61,831          54,739          219,341        


積立金の名称
及び事業名


前中期目標期間繰越積立金
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(15)　業務費及び一般管理費の明細


（単位：千円）
教育経費


消耗品費 141,451
備品費 38,005
印刷製本費 27,160
水道光熱費 168,317
旅費交通費 17,285
通信運搬費 9,566
賃借料 44,403
車両燃料費 34
福利厚生費 16
保守費 16,336
修繕費 165,154
損害保険料 641
広告宣伝費 969
行事費 14,846
諸会費 5,569
会議費 2,080
報酬・委託・手数料 301,862
租税公課 72
奨学費 506,597
減価償却費 138,127
貸倒損失 6,205
徴収不能引当金繰入額 1,867
雑費 1,803 1,608,376


研究経費
消耗品費 210,374
備品費 117,383
印刷製本費 6,857
水道光熱費 71,520
旅費交通費 102,102
通信運搬費 6,869
賃借料 4,405
車両燃料費 158
保守費 7,418
修繕費 56,489
損害保険料 481
広告宣伝費 786
諸会費 26,972
会議費 792
報酬・委託・手数料 136,677
租税公課 2,879
減価償却費 258,170
雑費 24,623 1,034,964


教育研究支援経費
消耗品費 55,075
備品費 69,385
印刷製本費 307
図書費 241,547
水道光熱費 26,890
旅費交通費 275
通信運搬費 2,725
賃借料 5,101
保守費 18,432
修繕費 34,442
諸会費 331
報酬・委託・手数料 65,616
租税公課 13,075
減価償却費 110,910 644,117


受託研究費
教員人件費


常勤教員給与
賞与 1,192 1,192
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非常勤教員給与   
給料 15,863
通勤手当 271
賞与 3,119
退職給付費用 93
法定福利費 2,492 21,840 23,032


職員人件費
非常勤職員給与  


給料 3,875
通勤手当 125
賞与 375
法定福利費 548 4,924 4,924


消耗品費 59,006
備品費 18,669
印刷製本費 34
水道光熱費 55,442
旅費交通費 15,353
通信運搬費 63
賃借料 938
修繕費 4,507
諸会費 1,811
会議費 4
報酬・委託・手数料 36,926
租税公課 4,522
減価償却費 51,096
雑費 227 276,563


共同研究費
教員人件費


非常勤教員給与  
給料 3,480
通勤手当 10
賞与 238
法定福利費 536 4,264 4,264


職員人件費
非常勤職員給与  


給料 3,373
通勤手当 142
賞与 584
法定福利費 552 4,652 4,652


消耗品費 63,504
備品費 22,739
印刷製本費 53
水道光熱費 60,424
旅費交通費 18,738
通信運搬費 475
賃借料 1,733
車両燃料費 14
保守費 154
修繕費 3,155
損害保険料 110
諸会費 4,082
報酬・委託・手数料 21,475
減価償却費 10,348
租税公課 3,658
雑費 31 219,616


受託事業費等
教員人件費


常勤教員給与
給料 6,889
賞与 2,803
法定福利費 662 10,355


非常勤教員給与
給料 3,992
通勤手当 28
法定福利費 270 4,291 14,646
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職員人件費
非常勤職員給与  


給料 1,167
通勤手当 42
賞与 110
法定福利費 3 1,323 1,323


消耗品費 20,870
備品費 4,614
印刷製本費 612
水道光熱費 2,752
旅費交通費 21,927
通信運搬費 421
賃借料 1,134
車両燃料費 7
保守費 512
修繕費 878
損害保険料 17
諸会費 463
会議費 326
報酬・委託・手数料 15,062
租税公課 3,856
雑費 2 89,431


役員人件費
報酬 61,275
通勤手当 1,308
賞与 21,621
法定福利費 7,983 92,189


教員人件費
常勤教員給与


給料 3,459,525
通勤手当 69,312
賞与 1,243,645
退職給付費用 419,051
法定福利費 754,919 5,946,453


非常勤教員給与   
給料 383,235
通勤手当 18,085
賞与 7,808
法定福利費 10,102 419,231 6,365,684


職員人件費
常勤職員給与


給料 1,086,411
通勤手当 25,424
賞与 360,974
退職給付費用 162,635
法定福利費 236,303 1,871,749


非常勤職員給与   
給料 356,125
通勤手当 15,408
賞与 45,346
法定福利費 61,162 478,043 2,349,793


一般管理費
消耗品費 40,257
備品費 10,287
印刷製本費 14,549
水道光熱費 30,355
旅費交通費 4,974
通信運搬費 10,254
賃借料 9,528
車両燃料費 319
福利厚生費 16,629
保守費 20,357
修繕費 40,864
損害保険料 5,688
広告宣伝費 5,466
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諸会費 5,659
会議費 694
報酬・委託・手数料 238,424
租税公課 28,417
減価償却費 46,111
貸倒損失 9
雑費 1,552 530,402


（注）人件費の定義について


・


・


常勤職員は、ガイドラインにおける「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び「再任用職員」から受託研究費
等により雇用した者を除いた職員です。


非常勤職員は、常勤職員、受託研究費等により雇用する者及びガイドラインにおける「派遣会社に支払う費用」以
外の職員です。


　人件費の定義は、「国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表方法等について（ガイドライ
ン）」（最終改定平成３１年１月２４日　総務大臣策定）に準じています。
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(16)　運営費交付金債務及び運営費交付金収益の明細


(16)－1　運営費交付金債務 （単位：千円）


当期振替額


運営費交付金
収益


資本剰余金 小　計


令和4年度 189,586          -                   126,185          -                   126,185          63,401            


令和5年度 -                   5,975,063        5,835,063        -                   5,835,063        140,000          


合　計 189,586          5,975,063        5,961,248        -                   5,961,248        203,401          


交付年度 期末残高期首残高
交付金


当期交付額
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(16)－2　運営費交付金収益 （単位：千円）


業務等区分 4年度交付分 5年度交付分 合　計


期間進行基準 -                    5,031,481        5,031,481        


業務達成基準 102,769           233,422           336,191           


費用進行基準 23,415            570,160           593,575           


合　計 126,185           5,835,063        5,961,248        


22







(17)　運営費交付金以外の国等からの財源措置の明細


(17)－1　施設費の明細 （単位：千円）


当期振替額


資本剰余金 施設費収益 その他


埼玉大学（大宮（附特））校舎改修Ⅲ -               355,120      230,238      123,276      1,605          -               精算に伴う振替


計 -               355,120      230,238      123,276      1,605          -               


当期交付額 期末残高区　　分 期首残高 摘　要
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(17)－2　補助金等の明細 （単位：千円）


長期繰延
補助金等


資本剰余金
長期預り
補助金等


補助金等
収益


その他


直接経費 291,625     -              215,674     -              -              75,951      -              -              


間接経費 -              -              -              -              -              -              -              -              


直接経費 -              23,286      2,280        -              -              18,565      2,439        -              返還に伴う振替


間接経費 -              1,765        -              -              -              1,072        693          -              返還に伴う振替


直接経費 -              870          -              -              -              870          -              -              


間接経費 -              -              -              -              -              -              -              -              


直接経費 -              256,168     -              -              -              253,206     2,962        -              返還に伴う振替


間接経費 -              -              -              -              -              -              -              -              


直接経費 -              9,475        -              -              -              9,475        -              -              


間接経費 -              -              -              -              -              -              -              -              


直接経費 -              63            -              -              -              63            -              -              


間接経費 -              -              -              -              -              -              -              -              


直接経費 -              146          -              -              -              146          -              -              


間接経費 -              -              -              -              -              -              -              -              


直接経費 1,162        10,229      5,064        -              -              4,581        1,745        -              精算に伴う振替


間接経費 348          3,068        -              -              -              2,894        523          -              精算に伴う振替


直接経費 -              42            42            -              -              -              -              -              


間接経費 -              -              -              -              -              -              -              -              


直接経費 -              4,000        -              -              -              4,000        -              -              


間接経費 -              -              -              -              -              -              -              -              


直接経費 -              727          -              -              -              727          -              -              


間接経費 -              -              -              -              -              -              -              -              


直接経費 -              24,157      3,719        -              -              19,212      1,225        -              精算・返納に伴う振替


間接経費 -              7,244        -              -              -              6,876        367          -              精算・返納に伴う振替


直接経費 -              349          -              -              -              348          0 -              返還に伴う振替


間接経費 -              -              -              -              -              -              -              -              


直接経費 -              6,500        -              -              -              6,500        -              -              


間接経費 -              -              -              -              -              -              -              -              


直接経費 -              800          623          -              -              176          -              -              


間接経費 -              -              -              -              -              -              -              -              


直接経費 -              50            -              -              -              50            -              -              


間接経費 -              -              -              -              -              -              -              -              


直接経費 -              100          -              -              -              100          -              -              


間接経費 -              -              -              -              -              -              -              -              


直接経費 -              1,150        654          -              -              495          -              -              


間接経費 -              345          -              -              -              345          -              -              


直接経費 292,788     338,115     228,059     -              -              394,470     8,373        -              


間接経費 348          12,423      -              -              -              11,188      1,584        -              


計 293,136     350,539     228,059     -              -              405,659     9,957        -              


（注）損益計算書上の補助金等収益には、長期繰延補助金等の収益化額53,180千円が含まれているため、本表の収益計上とは一致しておりません。


中小企業政策推進事業
費補助金


公益財団法人名
古屋産業振興公
社


文部科学省
国立大学法人設備整備
費補助金


埼玉県医療提供施設光
熱費等高騰対策支援金


埼玉県


大学による地域の課題解
決・活性化支援事業等補
助金


さいたま市


摘　　要名　称 期首残高経費の別交付元 期末残高


当期振替額


当期交付額


高性能汎用計算機高度
利用事業費補助金


文部科学省


学校保健特別対策事業
費補助金


文部科学省


埼玉県


文部科学省


独立行政法人日
本学術振興会


科学技術人材育成費補
助金


官民による若手研究者発
掘支援事業費助成金


国立研究開発法人
新エネルギー・産業
技術総合開発機構


授業料等減免費交付金


中小企業経営支援等対
策費補助金


関東経済産業局


みどりいっぱいの園庭・校
庭促進事業補助金


埼玉県


合　計


文部科学省
教員講習開設事業費等
補助金


文部科学省
学校安全特別対策事業
費補助金


特許庁国際出願促進交付金


厚生労働省両立支援等助成金


独立行政法人国
際交流基金


大学連携日本語パート
ナーズ派遣プログラム


公益財団法人中島記念
国際交流財団助成


独立行政法人日
本学生支援機構


先端産業分野を担う人材
育成事業費補助金
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(18)　役員及び教職員の給与の明細


法定福利費


金　額 支給人員 金　額 金　額 支給人員


(77,725)               (5)               (7,983)                 ( - )                    ( - )             


77,725                 5                 7,983                   -                        -                 


( - )                    ( - )             ( - )                    ( - )                    ( - )             


6,480                   3                 -                        -                        -                 


(77,725)               (5)               (7,983)                 ( - )                    ( - )             


84,205                 8                 7,983                   -                        -                 


(4,757,269)           (535)            (754,919)             (419,051)             (27)             


4,772,482             543              754,919               419,051               27               


( - )                    ( - )             ( - )                    ( - )                    ( - )             


409,129               601              10,102                 -                        -                 


(4,757,269)           (535)            (754,919)             (419,051)             (27)             


5,181,611             1,144            765,021               419,051               27               


(1,464,236)           (232)            (236,269)             (162,635)             (12)             


1,472,811             234              236,303               162,635               12               


( - )                    ( - )             ( - )                    ( - )                    ( - )             


416,881               231              61,162                 -                        -                 


(1,464,236)           (232)            (236,269)             (162,635)             (12)             


1,889,692             465              297,465               162,635               12               


(6,299,232)           (772)            (999,172)             (581,686)             (39)             


6,323,019             782              999,206               581,686               39               


( - )                    ( - )             ( - )                    ( - )                    ( - )             


832,490               835              71,264                 -                        -                 


(6,299,232)           (772)            (999,172)             (581,686)             (39)             


7,155,510             1,617            1,070,471             581,686               39               


（注1）人件費の定義について


（注2）役員に対する報酬等の支給基準


　　・報酬月額の計算方法：国立大学法人埼玉大学役員報酬規則第７条によります。


　　・退職手当の計算方法：国立大学法人埼玉大学役員退職手当規則第３条によります。


（注3）教職員に対する給与及び退職手当の支給基準


　　・給与の計算方法：一般職国家公務員に準拠しています。


　　・退職手当の計算方法：国家公務員退職手当法に準拠しています。


（注4）支給人員数は、年間平均支給人員によります。


（注5）上段に（　　）書きにて「退職金相当額を運営費交付金で措置する対象者数について（通知）」（平成16年６月３日


　　 付人事課長 16文科人第84号）における「退職金相当額を運営費交付金で措置する必要がある役職員」の支給額を


　　 記載しています。


（単位：千円、人）


　　  により雇用する者を除いた職員です。


計


常　勤


教　員


常　勤


非常勤


非常勤役　員


 区　分
報酬又は給料等 退職給付


常　勤


計


　　  の職員です。


　　・常勤職員は、ガイドラインにおける「常勤職員」、「在外職員」、「任期付職員」及び「再任用職員」から受託研究費等


　　・非常勤職員は、常勤職員、受託研究費等により雇用する者及びガイドラインにおける「派遣会社に支払う費用」以外


計


　　　ライン）」（最終改定平成31年１月24日 総務大臣策定）によります。


　　　　常勤・非常勤の定義等は、「国立大学法人等の役員の報酬等及び職員の給与の水準の公表方法等について（ガイド


非常勤


非常勤


合　計


職　員


常　勤


計
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(19)　開示すべきセグメント情報


（単位：千円）


区　　分 教養学部 経済学部 教育学部 理工学研究科 附属施設等 附属学校 小　　計 法人共通 合　　計


業務費用


　業務費 902,299             784,505             1,481,075          4,421,397          1,854,016          1,215,250          10,658,545         2,022,192          12,680,738              


　　教育経費 88,032               93,401               165,616             486,993             74,396               325,346             1,233,786          374,589             1,608,376                


　　研究経費 29,213               29,569               40,412               631,206             288,526             687                   1,019,616          15,348               1,034,964                


　　教育研究支援経費 -                      -                      19                    3,519                629,995             99                    633,634             10,483               644,117                  


　　受託研究費 -                      -                      6,329                256,424             13,734               -                      276,488             75                    276,563                  


　　共同研究費 -                      -                      4,475                194,041             21,099               -                      219,616             -                      219,616                  


　　受託事業費等 1,369                1,736                42,504               27,337               16,228               -                      89,176               255                   89,431                    


　　人件費 783,684             659,797             1,221,717          2,821,875          810,035             889,117             7,186,227          1,621,440          8,807,668                


　一般管理費 9,567                21,213               15,928               45,119               8,255                352                   100,437             429,965             530,402                  


　財務費用 -                      -                      -                      174                   467                   -                      641                   334                   975                        


　雑損 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      1,728                1,728                      


小　　計 911,867             805,719             1,497,003          4,466,691          1,862,739          1,215,603          10,759,624         2,454,220          13,213,844              


業務収益


  運営費交付金収益 278,904             △ 186,919         266,405             366,167             1,370,780          923,251             3,018,589          2,942,658          5,961,248                


　学生納付金収益 539,533             884,504             1,037,917          2,610,830          -                      9,847                5,082,633          1,772                5,084,405                


　受託研究収益 -                      -                      10,516               285,350             13,706               -                      309,572             100                   309,672                  


　共同研究収益 -                      -                      4,475                237,397             3,000                -                      244,873             -                      244,873                  


　受託事業等収益 1,426                1,736                42,189               29,479               14,689               -                      89,520               -                      89,520                    


　寄附金収益 16,555               10,920               9,682                378,494             13,906               60,213               489,772             70,521               560,294                  


　施設費収益 -                      -                      -                      -                      -                      123,276             123,276             -                      123,276                  


　補助金等収益 732                   8                      9,844                78,240               112,558             2,157                203,541             255,297             458,839                  


　財務収益 -                      -                      -                      -                      -                      -                      -                      6,146                6,146                      


　雑益 12,824               6,878                11,063               133,684             5,453                -                      169,905             248,177             418,082                  


小　　計 849,976             717,128             1,392,093          4,119,645          1,534,094          1,118,746          9,731,684          3,524,674          13,256,359              


業務損益 △ 61,891           △ 88,590           △ 104,910         △ 347,046         △ 328,645         △ 96,857           △ 1,027,940       1,070,454          42,514                    


　土地 1,732,323          3,016,434          6,518,230          11,916,653         2,532,917          15,451,451         41,168,009         13,595,993         54,764,003              


　建物 208,363             457,217             857,290             3,638,028          1,406,488          1,287,849          7,855,239          2,195,990          10,051,230              


　構築物 0                      4,028                7,012                17,999               9,320                140,807             179,168             488,020             667,189                  


　その他 25,572               29,641               71,060               807,909             4,677,046          36,605               5,647,838          4,273,092          9,920,930                


帰属資産 1,966,259          3,507,322          7,453,595          16,380,591         8,625,773          16,916,714         54,850,256         20,553,097         75,403,353              


（単位：千円）


区　　　分 教養学部 経済学部 教育学部 理工学研究科 附属施設等 附属学校 法人共通 合　　計


目的積立金の取崩しを財源とする費用 -                      755                   488                   13,732               66,244               7,301                94                    88,617                    


減価償却費 3,045                4,198                18,000               309,313             165,482             26,815               87,908               614,764                  


減価償却相当額 15,269               29,247               46,481               194,677             101,561             62,626               182,796             632,661                  


除売却差額相当額 0                      -                      -                      0                      -                      -                      0                      0                           


賞与引当増加相当額 △ 4,197             △ 6,332             4,137                3,381                4,096                1,861                4,810                7,757                      


退職給付引当増加相当額 △ 24,306           △ 35,246           49,217               △ 30,125           4,553                93,822               34,712               92,626                    


（注5）各セグメント別の目的積立金の取崩しを財源とする費用、減価償却費、減価償却相当額、除売却差額相当額、賞与引当増加相当額及び
　　 退職給付引当増加相当額は次のとおりです。


（注1）本学の業務に応じてセグメントを「教養学部」、「経済学部」、「教育学部」、「理工学研究科」、「附属施設等」及び「附属学校」に区分し、
　　 各セグメントに配賦しない業務損益及び資産は「法人共通」に計上しています。
　　　 人文社会科学研究科は、「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計士協会
　　 令和５年４月１３日最終改訂）に基づき、「教養学部」、「経済学部」に分けて開示しています。なお、理学部、工学部は、大学院部局化に伴い
　　 理工学一体の運営体制となっていることから、「理工学研究科」として開示しています。
　　 　「法人共通」には、学生等に対する教育活動を支援する部署が含まれています。


（注2）業務費用のうち、「法人共通」2,454,220千円は、各セグメントに配賦しなかった費用及び配賦不能の費用であり、その主な内容は役員人件費92,189千円、
　　 教員人件費259,943千円、職員人件費1,269,307千円、教育経費374,589千円、一般管理費429,965千円です。


（注3）帰属資産のうち、「法人共通」20,553,097千円は、各セグメントに配賦しなかった資産であり、その主な内容は本部の土地13,595,993千円、
　　 本部の建物2,195,990千円、現金及び預金3,233,019千円です。


（注4）運営費交付金収益は、「「国立大学法人会計基準」及び「国立大学法人会計基準注解」に関する実務指針」（文部科学省、日本公認会計士協会
　　 令和５年４月１３日最終改訂）に基づき、各使用セグメントに予算配分した大学運営資金から、各セグメントに直接計上した収益額（学生納付金、
　　 雑益等）を控除した差額充当としての予算配分額を収益計上しております。なお、セグメントに直接計上した収益がセグメントに配分した大学運営
　　 資金を上回ったセグメントにおいては、運営費交付金収益がマイナスとなります。
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(20)　寄附金債務の明細及び寄附金の受入額の明細


(20)－1　寄附金債務の明細 （単位：千円）


当期受入額
運用益・
評価差額


寄附金収益 資本剰余金
運用損・
評価差額


その他


982,942        310,739        -                 327,282        -                 -                 2,239            964,159        
「その他」記載額は
他大学移換分


期首残高


当期増加額 当期振替額


期末残高 摘　要
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(20)－2　寄附金の受入額の明細


区　分 当期受入額 件数 摘　要


（千円） （件）


理工学研究科 373,006 563 現物寄附　196,001千円　439件含む


附属学校 81,836 11 現物寄附　429千円  2件含む


その他 88,908 778 現物寄附　36,580円  458件含む


合　計 543,751 1,352


「埼玉大学基金」の明細


寄附金収益 資本剰余金 その他


（千円） （件） （千円） （千円） （千円） （千円）


162,997          13,795            304 16,225                -                       -                       160,567          


（注）「当期受入額」及び「件数」は、寄附金の明細の「当期受入額」及び「件数」の中に含まれております。


期首残高 当期受入額 件数
当期振替（支出）額


期末残高
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(21)　受託研究の明細 （単位：千円）


委託者 経費の別 期首残高 当期受入額 受託研究収益 期末残高


直接経費 -                     3,830                3,830                -                     


間接経費 -                     1,141                1,141                -                     


直接経費 -                     2,059                2,059                -                     


間接経費 -                     200                  200                  -                     


直接経費 65,724              196,978            220,776            41,927              


間接経費 2,911                49,204              49,496              2,618                


直接経費 -                     14,198              14,198              -                     


間接経費 -                     1,817                1,817                -                     


直接経費 977                  15,288              13,297              2,968                


間接経費 293                  3,117                2,755                654                  


直接経費 -                     76                    76                    -                     


間接経費 -                     23                    23                    -                     


直接経費 66,701              232,432            254,238            44,895              


間接経費 3,204                55,503              55,434              3,273                


地方公共団体


国


合　計


その他


株式会社等


国立大学法人


独立行政法人
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(22)　共同研究の明細 （単位：千円）


共同研究契約の相手方 経費の別 期首残高 当期受入額 共同研究収益 期末残高


直接経費 -                     -                     -                     -                     


間接経費 -                     -                     -                     -                     


直接経費 -                     120                  120                  -                     


間接経費 -                     36                    36                    -                     


直接経費 -                     455                  455                  -                     


間接経費 -                     45                    45                    -                     


直接経費 756                  -                     756                  -                     


間接経費 226                  -                     226                  -                     


直接経費 132,255            188,072            186,054            134,273            


間接経費 31,906              56,795              54,990              33,711              


直接経費 878                  1,020                1,683                215                  


間接経費 263                  306                  505                  64                    


直接経費 133,890            189,667            189,069            134,489            


間接経費 32,396              57,182              55,803              33,775              


地方公共団体


国


合　計


その他


株式会社等


国立大学法人


独立行政法人
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(23)　受託事業等の明細 （単位：千円）


委託者等 経費の別 期首残高 当期受入額 受託事業等収益 期末残高


直接経費 - 16,342 16,342 -


間接経費 - 1,571 1,571 -


直接経費 - 5,180 5,180 -


間接経費 - 518 518 -


直接経費 6,254 31,917 36,336 1,834


間接経費 1 315 316 0


直接経費 1,599 22,429 22,933 1,095


間接経費 - - - -


直接経費 - 535 535 -


間接経費 - - - -


直接経費 226 5,286 5,513 -


間接経費 - 272 272 -


直接経費 8,080 81,692 86,842 2,929


間接経費 1 2,677 2,677 0


地方公共団体


国


合　計


その他


株式会社等


国立大学法人


独立行政法人
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(24)　科学研究費助成事業等の明細 （単位：千円）


種　目 件　数 摘　要


（ 15,900          ）


4,770           


（ 1,000           ）


-                 


（ 141,459        ）


30,639          


（ 18,500          ）


5,550           


（ 13,050          ）


3,915           


（ 56,759          ）


12,369          


（ 164,833        ）


43,263          


（ 114,196        ）


33,710          


（ 15,845          ）


4,753           


（ 27,475          ）


8,242           


（ 20,010          ）


5,933           


（ 7,700           ）


2,310           


（ 480              ）


-                 


（ 500              ）


-                 


（ 3,800           ）


-                 


（ 13,700          ）


2,430           


（ 24,064          ）


7,140           


（ 7,920           ）


2,376           


（ 6,110           ）


1,833           


（ 200              ）


60                


（ 650              ）


-                 


（ 654,152        ）


169,294        


（注）(　　　)書は外数で、直接経費相当額です。


特別研究員奨励費


厚生労働科学研究費補助金 2            


合　計 444        


国際共同研究加速基金（海外連携研究） 2            


若手研究 23          


研究成果公開促進費（研究成果公開発表（Ｂ））


15          


国際共同研究加速基金（帰国発展研究） 1            


奨励研究


国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（Ｂ）) 9            


1            


挑戦的研究（萌芽） 24          


挑戦的研究（開拓） 9            


117        


基盤研究（Ｃ） 167        


基盤研究（Ｂ）


3            学術変革領域研究（Ｂ）


特別推進研究 1            


国際共同研究加速基金（国際共同研究強化（Ａ）) 3            


当期受入


1            新学術領域研究（研究領域提案型）


学術変革領域研究（Ａ） 21          


基盤研究（Ｓ） 4            


基盤研究（Ａ） 31          


研究活動スタート支援 7            


研究成果公開促進費（学術図書） 2            


1            
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（25）　主な資産、負債、費用及び収益の明細


①現金及び預金


（単位：千円）


区分 金額


現金 531


預金 3,232,488


普通預金 3,232,488


合計 3,233,019


②未払金


（単位：千円）


区分 金額


固定資産 557,329


経費 508,519


人件費 621,965


その他 101,133


合計 1,788,947
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(26)　関連公益法人等 


１．関連公益法人等の概要


法人名 当法人との関係 役　職


 理事 市　橋　秀　夫 埼玉大学副学長


 理事 伊　藤　博　明 元埼玉大学教授


 理事 加　藤　美　佐 元埼玉大学主任技師


 理事 樋　口　美　穂 元埼玉大学准教授


 理事 髙　橋　　　哲 元埼玉大学准教授


 理事 赤　堀　由起子 埼玉大学教授


 理事 名　越　斉　子 埼玉大学教授


 理事 降　矢　久美子 元埼玉大学主任技師


 理事 安　倍　冴　子 埼玉大学准教授


 理事 堀　田　香　織 埼玉大学教授


 理事 三　木　麻紀子 元埼玉大学准教授


 理事 橋　本　慶　子


 監事 結　城　剛　志 埼玉大学教授


 監事 中　川　　律 埼玉大学准教授


関連公益法人等と当法人の取引関連図


２．関連公益法人等の財務状況
（単位：千円）


法人名 資産合計 負債合計 正味財産
当期収入
合計額


当期支出
合計額


当期収支差額


特定非営利活動法人
そよかぜ


23,550 1,844 21,706 37,684 30,543 7,141


３．関連公益法人等の基本財産状況
（単位：千円）


法人名


特定非営利活動法人
そよかぜ


４．関連公益法人等との取引状況
（単位：千円）


発注金額 発注割合


特定非営利活動法人
そよかぜ


－ －－ － 37,193


左記事業活動のうち当法人
の発注等に係る金額及び割


合


摘　　要出えん、拠出、寄附等の金額 会費、負担金等の金額


－ －


業務の概要


特定非営利活動法人そよかぜ


　本学キャンパス内にある
異文化共生型保育施設「そ
よかぜ保育室」の運営を中
心に活動しつつ、国際交
流、大学と地域との交流、
保育教育の研究を促進し、
社会福祉の向上と、世界の
恒久的平和の創出に貢献す
ることを目的とする特定非
営利活動法人である。


不動産の無償貸与　


氏　　名 当法人での役職又は最終職名


摘　　要


教育及び研究等の促進を支援


法人名
関連公益法人等に対する


債務の金額
関連公益法人等に対して


行っている債務保証の金額
関連公益法人等の
事業収入の金額


特定非営利活動法人
そよかぜ


国立大学法人埼玉大学


関連公益法人
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国立大学法人埼玉大学事業報告書 


 


Ⅰ 法人の長によるメッセージ 


埼玉大学は、多様なニーズやリソースを持つ首都圏で、埼玉県下唯一の国立大学であるという


特性を最大限に活かし、時代を超えた大学の機能である知を継承・発展させ、新しい価値を創造


することを基本的な使命としている。この使命達成のために、学長のリーダーシップの下、教育、


研究、国際貢献、社会連携、ダイバーシティを推進している。 


本学は、第４期中期目標期間において重点的に取り組む事項を Action Plan 2022-2027 とし


て掲げ、「地域人材・グローバル人材育成の基盤強化」「研究力強化と社会的課題を解決するため


の共創拠点の形成」「地域のダイバーシティ環境推進拠点機能の強化」「大学ガバナンス機能の強


化」の４つの Vision と 12 の取組を策定し、更なる機能強化を推進しており、これら Vision に


基づき、令和５年度より以下の取組を行っている。 


教育面では、数理・データサイエンス・AI のリテラシー教育について、教育機構基盤教育研


究センターにデータサイエンスの専門教員を新たに雇用し新規科目を開講した。各学部の科目と


合わせて体系的な教育プログラムとして提供を開始し、全学部必修科目とし、受講者数 1,561 名


のうち、1,405 名（修了率 90％）に対してデジタルバッジによる認定を行った。 


また、高度なデータサイエンス関連科目として「テキストマイニング入門」と「AL2（Python


で始める機械学習演習）」を開講した。 


学生支援については、学部・研究科と連携を取りながら、障がい等により修学上の困難を抱え


る学生や保護者からの相談対応、合理的配慮提供の支援等を行う障がい学生支援室を設置した。


さらに、当室とともに、キャリアセンターや学生生活支援室、保健センター、ダイバーシティ推


進センター、国際本部や各学部が協力し学生支援を検討する学生支援担当者連絡会議を立ち上げ、


多様化する学生への支援の充実を図っている。 


研究面では、本学が強みを有する基礎研究、応用研究、産学官連携による共同研究を推進する


研究グループを、全学的な戦略的研究領域又はインキュベーション研究グループとして位置付け


重点支援することにより、研究の更なる加速と成果の社会還元を実現するため、令和４年４月、


研究機構に戦略研究センターを設置した。新たにＸ線・光赤外線宇宙物理研究領域、グリーンバ


イオサイエンス研究領域、健康科学研究領域、循環型ゼロエミッション社会形成研究領域、進化


分子デザイン研究領域、東アジアＳＤ研究領域、未来光イノベーション研究領域を戦略的研究領


域として設置し、卓越した研究を推進している。 


以上、令和５事業年度も、法人化後の事業経営を引き続き順調に遂行した。今後も、学長のリ


ーダーシップの下、本学の機能強化の方向性に応じた取組をさらに加速させるとともに、人件費


及び一般管理費の抑制や外部資金の獲得増などの自己収入の増収に取り組み、財務状況の改善を


進めたい。 
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Ⅱ 基本情報 


１．法人の長の理念や経営上の方針・戦略及びそれを達成するための計画等 


埼玉大学は、総合大学として、時代を超えた大学の機能である知を継承・発展させ、新しい価


値を創造することを基本的な使命とする。 


第１の基本方針として、埼玉大学は、次代を担う人材を育成する高度な教育を実施するととも


に、基礎から応用に渡る多様な学術研究を行って新たな知を創造し、これらの成果を積極的に社


会に発信して、存在感のある教育研究拠点としてより一層輝く。 


第２の基本方針として、埼玉大学は、産学官の連携によって、知の具体的な活用を促進し現代


が抱える諸課題の解決を図るとともに、地域社会とのコミュニケーションを積極的に図り、その


ニーズに応じた人材を育成して、広域地域の活性化中核拠点としての役割を積極的に担う。 


第３の基本方針として、埼玉大学は、海外諸機関との連携を推進して、多様なグローバル人材


を育成するとともに、人類が抱える世界的諸課題に学術成果を還元し、国際社会に貢献する。 


第４期中期目標期間においては、中期計画のエッセンスを Action Plan 2022-2027 として掲


げ、「地域人材・グローバル人材育成の基盤強化」「研究力強化と社会的課題を解決するための共


創拠点の形成」「地域のダイバーシティ環境推進拠点機能の強化」「大学ガバナンス機能の強化」


の４つの Vision と 12 の取組を策定し、更なる機能強化を推進している。 


埼玉大学は、多様なニーズやリソースを持つ首都圏の一角を構成する埼玉県における唯一の国


立大学であるという特性と、全ての学部・研究科がひとつのキャンパスにあるという利点を最大


限に活かし、これらの基本目標及び Action Plan の達成に向けてまい進している。 
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２．沿革 


年  月 事       項 


1949（昭和 24）年 5 月 


 


 


1954（昭和 29）年 4 月 


1963（昭和 38）年 4 月 


1965（昭和 40）年 4 月 


 


 


1972（昭和 47）年 3 月 


1973（昭和 48）年 9 月 


1976（昭和 51）年 5 月 


1977（昭和 52）年 4 月 


1978（昭和 53）年 4 月 


1984（昭和 59）年 3 月 


1989（平成元）年 4 月 


 


1990（平成２）年 4 月 


1991（平成３）年 3 月 


                9 月 


1992（平成４）年 10 月 


 


1993（平成５）年 4 月 


1995（平成７）年 3 月 


1996（平成８）年 4 月 


 


1997（平成９）年 3 月 


2001（平成 13）年 9 月 


          10 月 


2002（平成 14）年 4 月 


2003（平成 15）年 4 月 


2004（平成 16）年 4 月 


 


 


 


 


 


2004（平成 16）年 10 月 


 


2006（平成 18）年 7 月 


2007（平成 19）年 3 月 


2008（平成 20）年 4 月 


「国立学校設置法」の施行により、浦和高等学校、埼玉師範学校


及び埼玉青年師範学校を包括し、文理学部、教育学部の２学部を


もつ埼玉大学として設置 


経済短期大学部を併設 


工学部設置 


文理学部を改組し、教養学部、経済学部及び理工学部設置 


工学部廃止 


教養部設置 


文理学部廃止 


大学院工学研究科設置 


理工学部を改組し、理学部及び工学部設置 


大学院文化科学研究科及び政策科学研究科設置 


大学院理学研究科設置 


理工学部廃止 


理学研究科及び工学研究科を改組し、大学院理工学研究科（博士


前期課程、博士後期課程）設置 


大学院教育学研究科設置 


理学研究科廃止 


工学研究科廃止 


経済短期大学部を合併し、経済学部を改組（経済学科、経営学科


及び社会環境設計学科を置き、全学科に夜間主コ－ス設置） 


大学院経済科学研究科設置 


教養部廃止 


東京学芸大学大学院連合学校教育学研究科（博士課程）に構成大


学として参画（他に千葉大学、横浜国立大学） 


経済短期大学部廃止 


政策科学研究科廃止 


21 世紀総合研究機構設置 


経済科学研究科（博士課程）設置 


文化科学研究科（博士課程）設置 


国立大学法人法の施行に伴い「国立大学法人埼玉大学」として新


たに発足 


全学教育・学生支援機構（2012 年 4 月 教育機構に改組）、21 世


紀総合研究機構（2005 年 1 月 総合研究機構に改組、2012 年 4 月 


研究機構に改組）、教育・研究等評価センター（2010 年 4 月 教


育・研究等評価室に改組）設置 


総合情報基盤機構（2012 年 4 月 情報メディア基盤センター、図


書館に改組）設置 


国際交流センター設置 


特殊教育特別専攻科廃止 


工学部に環境共生学科設置 


2012（平成 24）年 3 月 


 


国際交流センター廃止 
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2012（平成 24）年 4 月 


 


 


 


 


 


2013（平成 25）年 10 月 


2014（平成 26）年 3 月 


 


  4 月 


 


2015（平成 27）年 4 月 


 


2016（平成 28）年 4 月 


 


 


 


 


2018（平成 30）年 4 月 


 


 


 


 


2019（平成 31）年 4 月 


2019（令和元）年 7 月 


 


2021（令和３）年 4 月 


 


2022（令和４）年 4 月 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


2023（令和５）年 1 月 


 


2023（令和５）年 4 月 


国際本部設置 


全学教育・学生支援機構を教育機構に改組 


総合研究機構を研究機構に改組 


総合情報基盤機構を情報メディア基盤センター及び図書館に改組 


研究機構にアンビエント・モビリティ・インターフェイス研究セ


ンター及び総合技術センター設置 


教育機構に基盤教育研究センター及び社会調査研究センター設置 


奥秩父自然科学研究所秩父山寮、脳科学融合研究センター及び地


圏科学研究センター廃止 


研究機構に脳末梢科学研究センター及びレジリエント社会研究セ


ンター設置 


文化科学研究科及び経済科学研究科を改組し、大学院人文社会科


学研究科（博士前期課程、博士後期課程）設置 


大学院教育学研究科に教育学研究科教職実践専攻（教職大学院）


設置 


教育学部附属特別支援教育臨床研究センター設置 


教育機構に統合キャリアセンターSU 設置 


研究機構に先端産業国際ラボラトリー設置 


工学部全７学科（機械工学科、電気電子システム工学科、情報シ


ステム工学科、応用化学科、機能材料工学科、建設工学科、環境


共生学科）を、全５学科（機械工学・システムデザイン学科、電


気電子物理工学科、情報工学科、応用化学科、環境社会デザイン


学科）に改組 


脳末梢科学研究センター及び環境科学研究センター廃止 


東アジア SD研究センター、グリーンバイオ研究センター、宇宙観


測研究センター、生命理工学連携研究センター設置 


大学院教育学研究科（教職実践専攻）を改組し、大学院教育学研


究科（修士課程）廃止 


理工学研究科博士前期課程全 6 専攻（生命科学系専攻、物理機能系


専攻、化学系専攻、数理電子情報系専攻、機械科学系専攻、環境シ


ステム工学系専攻）を、全 5 専攻（生命科学専攻、物質科学専攻、


数理電子情報専攻、機械科学専攻、環境社会基盤専攻）に改組 


教育機構に教員養成支援センターを設置するとともに、機構内の統


合キャリアセンターSUを改組し、キャリアセンター及び学生生活支


援室を設置 


研究機構に戦略研究センターの設置。同センターに５つの戦略的


研究領域（Ｘ線・光赤外線宇宙物理研究領域、グリーンバイオサ


イエンス研究領域、健康科学研究領域、循環型ゼロエミッション


社会形成領域、進化分子デザイン研究領域、東アジアＳＤ研究領


域、未来光イノベーション研究領域）を設置。機構内の研究企画


推進室を研究推進室に改組 


ダイバーシティ推進センター設置 


研究機構に社会変革研究センターを設置。同センターに脱炭素推


進部門、地域共創研究部門を設置 


教育機構に障がい学生支援室を設置 
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３．設立に係る根拠法 


国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号） 


 


４．主務大臣（主務省所管局課） 


文部科学大臣（文部科学省高等教育局国立大学法人支援課） 
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５．組織図 
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６．所在地 


埼玉県さいたま市 
 


７．資本金の額 


６６，６５６，２４８，２８９円（全額政府出資） 
 


８．学生の状況 


総学生数           ８，３２８人 
  学士課程          ６，７５９人 
  修士課程          １，２１９人 
  専門職学位課程            ８６人 
  博士課程              ２６４人 


附属学校幼児・児童・生徒数  １，１９０人 
 


９．教職員の状況 


 教員 １，３２５人（うち常勤 ５０８人、非常勤 ８１７人） 
 職員   ４４８人（うち常勤 ２２０人、非常勤 ２２８人） 


（常勤教職員の状況） 
常勤教職員は前年度より１１人増加の７２８人であり、平均年齢は４６．２９歳（前年度４６．


３３歳）となっている。 
また、女性活躍推進法に基づく行動計画において目標として掲げている指標のうち、女性教員


在職比率は１９．０％、男女別の育児休業取得率は男性１８．８％、女性１００％となっており、


多様性を尊重した環境づくりのためのダイバーシティ推進に資するセミナー（講演会）や、ワー


クライフバランスに配慮した就労・研究支援制度の利用促進に向けた取組を実施している。 
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１０．ガバナンスの状況 


  


（１）ガバナンスの体制 
本学のガバナンス体制は下図のとおりである。なお、「国立大学法人埼玉大学業務方法書」に


基づき、「国立大学法人埼玉大学内部統制システム運用規則」を定め、業務の適正を確保するた


めの体制を整備している。 
さらに、文部科学省、内閣府、国立大学協会の三者により策定された「国立大学法人ガバナン


ス・コード」における各種原則に則り、様々なステークホルダーの声を反映し、広く社会に受け


入れられるためのガバナンス体制の構築に取り組んでいる。 
 
（２）法人の意思決定体制 
 本学における意思決定は、「国立大学法人埼玉大学役員会規則」、「国立大学法人埼玉大学経営


協議会規則」及び「国立大学法人埼玉大学教育研究評議会規則」により、学長のリーダーシップ


が十分に発揮され、迅速・的確な意思決定を可能とする経営体制を整備している。 
 


○埼玉大学ガバナンス体制図 
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１１．役員等の状況 


（１）役員の役職、氏名、任期、担当及び経歴 


役職 氏名 任期 経歴 


学長 坂井 貴文 令和 2 年 4 月 1 日 


～令和 8 年 3 月 31 日 
平成 15年 10月 


平成 18 年 4 月 


平成 24 年 4 月 


平成 26 年 4 月 


平成 28 年 4 月 


平成 30 年 4 月 


平成 31 年 2 月 


埼玉大学理学部教授 


同 大学院理工学研究科教授 


同 理学部長 


同 大学院理工学研究科長 


同 図書館長 


同 理学部長 


同 大学院理工学研究科長 


理事 


（研究・産学官


連携担当） 


黒川 秀樹 令和 4 年 4 月 1 日 


～令和 6 年 3 月 31 日 


平成 27 年 4 月 


平成 28 年 4 月 


 


平成 30 年 4 月 


令和 2 年 4 月 


埼玉大学理工学研究科教授 


同  研究機構総合技術支援 


センター長 


同 工学部長 


同 大学院理工学研究科長 


理事 


（教学・学生 


担当） 


柳澤 哲哉 令和 4 年 4 月 1 日 


～令和 6 年 3 月 31 日 


平成 18 年 8 月 


平成 24 年 4 月 


平成 27 年 4 月 


 


平成 28 年 4 月 


令和 2 年 4 月 


埼玉大学経済学部教授 


同 教育研究評議会評議員 


同 大学院人文社会科学研究


科教授 


同 経済学部長 


国立大学法人埼玉大学理事


（教学・学生担当） 


理事 


（総務・財務・


施設担当） 


兼 


事務局長 


松田 典明 令和 4 年 4 月 1 日 


～令和 6 年 3 月 31 日 


平成 30 年 4 月 


 


平成 31 年 4 月 


 


令和 2 年 4 月 


 


日本私立学校振興・共済事業


団数理統計室長 


文部科学省高等教育局私学行


政課私学共済室長 


東海国立大学機構副理事（岐


阜大学運営局長・副学長） 


理事 


（法務・コンプラ


イアンス担当） 


（非常勤） 


市川 静代 令和 4 年 4 月 1 日 


～令和 6 年 3 月 31 日 


平成 22年 10月 


 


平成 26 年 5 月 


 


令和 2 年 6 月 


 


東京三弁護士会金融ＡＤＲ仲


裁人・あっせん人（現任） 


目黒区男女平等共同参画オン


ブーズ（現任） 


京極運輸商事株式会社社外監


査役（現任） 


理事 


（地域共創担当） 


（非常勤） 


中村 雅範 令和 4 年 4 月 1 日 


～令和 6 年 3 月 31 日 


平成 27 年 4 月 


平成 27 年 4 月 


 


令和 2 年 4 月 


埼玉県産業総合技術センター長 


埼玉大学研究機構オープンイノ


ベーションセンター客員教授 


国立大学法人埼玉大学理事


（非常勤） 


監事 山中 達夫 令和 2 年 9 月 1 日 


～令和 6 年 8 月 31 日 


平成 22 年 6 月 


平成 25 年 6 月 


 


平成 27 年 6 月 


平成 31 年 1 月 


早稲田大学財務部長 


公益財団法人パブリックヘル


スリサーチセンター総務部長 


同 事務局長 


同 事務局顧問 
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監事 


（非常勤） 


齋藤 直樹 令和 2 年 9 月 1 日 


～令和 6 年 8 月 31 日 


平成 20年 10月     


平成 22 年 2 月     


平成 24 年 3 月 


平成 25 年 2 月   


平成 25 年 3 月 


平成 28 年 4 月   


日本大学評議員 


同 理工学部事務局長 


学校法人日本大学理事 


日本大学理工学部非常勤嘱託 


同 臨時嘱託 


国立大学法人埼玉大学監事


（常勤） 


 


（２）会計監査人の氏名又は名称及び報酬 


 会計監査人は有限責任あずさ監査法人であり、当該監査法人及び当該監査法人と同一のネット


ワークに属する者に対する、当事業年度の当法人の監査証明業務に基づく報酬の額は、１０百万


円であり、非監査業務に基づく報酬はありません。  
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Ⅲ 財務諸表の概要 


１．法人の長による財政状態、運営状況及びキャッシュ・フローの状況の分析 


（１）貸借対照表（財政状態） 


  ① 貸借対照表の要約の経年比較（５年）              （単位：百万円） 


区分 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 


資産合計 75,958 75,381 75,937 75,471 75,403 


負債合計 11,523 11,102 11,407 4,527 4,834 


純資産合計 64,435 64,279 64,531 70,944 70,570 


 


② 当事業年度の状況に関する分析                 （単位：百万円） 


資産の部 金 額 負債の部 金 額 


固定資産 


有形固定資産 


土地 


建物 


減価償却累計額 


構築物 


減価償却累計額 


工具器具備品 


減価償却累計額 


図書 


その他の有形固定資産 


その他の固定資産 


流動資産 


現金及び預金 


その他の流動資産 


71,564 


70,757 


54,764 


25,589 


△15,538 


2,424 


△1,757 


9,670 


△8,413 


3,902 


115 


807 


3,840 


3,233 


607 


固定負債 


長期繰延補助金等 


その他の固定負債 


流動負債 


運営費交付金債務 


未払金 


寄附金債務 


その他の流動負債 


460 


392 


68 


4,374 


203 


1,789 


964 


1,417 


負債合計 4,834 


純資産の部 金 額 


資本金 


政府出資金 


資本剰余金 


利益剰余金 


66,656 


66,656 


△3,614 


7,527 


純資産合計 70,570 


資産合計 75,403 負債純資産合計 75,403 


※記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示。 


 


（資産合計） 


令和５年度末現在の資産合計は前年度比６８百万円（０．１％）（以下、特に断らない限


り前年度比）減の７５，４０３百万円となっている。 


主な減少要因としては、建物の減価償却累計額が６５７百万円（４．４％）増の１５，５


３８百万円となったこと、構築物の減価償却累計額が９０百万円（５．４％）増の１，７５


７百万円となったこと、工具器具備品の減価償却累計額が３９２百万円（４．９％）増の８，


４１３百万円となったことなどが挙げられる。 


また、主な増加要因としては、附属学校等の改修等により建物が４４６百万円（１．８％）


増の２５，５８９百万円となったこと、工具器具備品が４２１百万円（４．６％）増の９，


６７０百万円となったこと、満期保有目的債券の取得等により投資有価証券が１００百万円


（１６．６％）増の７０２百万円となったことなどが挙げられる。 
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（負債合計） 


  令和５年度末現在の負債合計は、３０６百万円（６．８％）増の４，８３４百万円とな


っている。 


主な増加要因としては、設備整備費補助金や附属学校の改修等に係る費用の増加により未


払金残高が５５０百万円（４４．３％）増の１，７８９百万円となったこと、設備整備補助


金を財源とした資産の取得により長期繰延補助金等残高が１７５百万円（８０．４％）増の


３９２百万円となったことなどが挙げられる。 


また、主な減少要因としては、設備整備費補助金の執行により預り補助金等残高が２９３


百万円（１００.０％）減の０円となったことなどが挙げられる。 


 


（純資産合計） 


令和５年度末現在の純資産合計は、３７４百万円（０．５％）減の７０，５７０百万円と


なっている。 


主な減少要因としては、減価償却等の見合いとして減価償却相当累計額が６３０百万円


（４．１％）増の１６，１３３百万円となったこと、積立金の取り崩しにより前中期目標期


間繰越積立金が２１９百万円（３０．２％）減の５０６百万円となったことなどが挙げられ


る。 


また、主な増加要因としては、資本剰余金が施設費及び目的積立金を財源とした資産の取


得等により、３６１百万円（２．７％）増の１３，９４５百万円となったことなどが挙げら


れる。 


 


（２）損益計算書（運営状況） 


  ① 損益計算書の要約の経年比較（５年）              （単位：百万円） 


区分 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 


経常費用 13,587 13,047 13,300 13,090 13,214 


経常収益 13,755 13,061 13,614 13,098 13,256 


当期総損益 172 109 676 6,904 117 


※令和５年度の当期総損益は、令和４年度に国立大学法人会計基準改訂により廃止された


資産見返負債残高を収益化した反動により、前年度比において著しく減少している。 


 また、経常費用と経常収益は、国立大学法人会計基準改訂により受託研究費等財源の償


却資産に係る会計処理を変更したことにより、前年度比において増減している。 
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② 当事業年度の状況に関する分析         （単位：百万円） 


 金 額 


経常費用（A） 13,214 


 業務費 


  教育経費 


  研究経費 


  教育研究支援経費 


  人件費 


  その他 


 一般管理費 


 財務費用 


 雑損 


12,681 


1,608 


1,035 


644 


8,808 


586 


530 


1 


2 


経常収益（B） 13,256 


 運営費交付金収益 


 学生納付金収益 


 その他の収益 


5,961 


5,084 


2,211 


臨時損益（C） △14 


前中期目標期間繰越積立金取崩額（D） 89 


当期総利益（B-A+C+D） 117 


※記載金額は、百万円未満を四捨五入して表示。 


 


（経常費用） 


令和５年度の経常費用は、１２４百万円（０．９％）増の１３，２１４百万円となっている。 


主な増加要因としては、研究経費が旅費交通費の増加等により１２５百万円 （１３．


７％）増の１，０３５百万円となったこと、教育研究支援経費が図書の除却に伴う図書費の


増加等により１６０百万円（３３．２％）増の６４４百万円となったこと、人件費が常勤教


職員数の増加等により１３９百万円（１．６％）増の８，８０８百万円となったことなどが


挙げられる。 


また、主な減少要因としては、教育経費が奨学費や修繕費の減少等により、１４８百万円


（８．４％）減の１，６０８百万円となったことなどが挙げられる。 


 


（経常収益） 


令和５年度の経常収益は、１５９百万円（１．２％）増の１３，２５６百万円となっている。 


主な増加要因としては、令和４年度から繰り越した学内プロジェクトを執行したことに伴


い、運営費交付金収益が１４３百万円（２．５％）増の５，９６１百万円となったことなど


が挙げられる。 


また、主な減少要因としては、受託研究収益が受入の減少等により４９百万円（１３．


６％）減の３１０百万円となったことなどが挙げられる。 


 


（当期総損益） 


上記経常損益の状況及び臨時損失として１４百万円、臨時利益として０百万円等を計上し、


また前中期目標期間繰越積立金取崩額８９百万円を計上した結果、令和５年度の当期総利益


は、６，７８７百万円（９８．３％）減の１１７百万円となっている。 
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（３）キャッシュ・フロー計算書（キャッシュ・フローの状況） 


  ① キャッシュ・フロー計算書の要約の経年比較（５年）       （単位：百万円） 


区分 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 


業務活動による 


キャッシュ・フロー 
646 241 1,246 451 598 


投資活動による 


キャッシュ・フロー 
△400 △623 △308 △437 △248 


財務活動による 


キャッシュ・フロー 
△119 △126 △132 △124 △111 


資金期末残高 2,805 2,297 3,103 2,993 3,233 


 


② 当事業年度の状況に関する分析          （単位：百万円） 


 金 額 


Ⅰ業務活動によるキャッシュ・フロー（A） 598 


 原材料、商品又はサービスの購入による支出 


人件費支出 


 その他の業務支出 


 運営費交付金収入 


 学生納付金収入 


 その他の業務収入 


△2,445 


△8,803 


△476 


5,975 


4,652 


1,695 


Ⅱ投資活動によるキャッシュ・フロー（B） △248 


Ⅲ財務活動によるキャッシュ・フロー（C） △111 


Ⅳ資金に係る換算差額（D） - 


Ⅴ資金増加額（又は減少額）（E=A+B+C+D） 240 


Ⅵ資金期首残高（F） 2,993 


Ⅶ資金期末残高（G=F+E） 3,233 


 


（業務活動によるキャッシュ・フロー） 


令和５年度の業務活動によるキャッシュ・フローは、１４７百万円（３２．６％）増の５


９８百万円となっている。 


主な増加要因としては、学生納付金収入が７７百万円（１．７％）増の４，６５２百万円


となったこと、原材料、商品またはサービスの購入による支出が１０５百万円（４．１％）


減の△２，４４５百万円、その他の業務支出が１９３百万円（２８．８％）減の△４７６百


万円となったことなどが挙げられる。 


また、主な減少要因としては、運営費交付金収入が３３百万円（０．５％）減の５，９７


５百万円となったこと、受託研究収入が６６百万円（１８．８％）減の２８７百万円となっ


たことなどが挙げられる。 


         


（投資活動によるキャッシュ・フロー） 


令和５年度の投資活動によるキャッシュ・フローは、１８９百万円（４３．２％）増の△


２４８百万円となっている。 


主な増加要因としては、有形固定資産の取得による支出が５０３百万円（５０．０％）減


の△５０２百万円となったこと、有価証券の取得による支出が１００百万円（５０．０％）


減の△１００百万円となったことなどが挙げられる。 
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また、主な減少要因としては、定期預金払戻による収入が５００百万円（１００．０％）


減の０円となったことなどが挙げられる。 


         


（財務活動によるキャッシュ・フロー） 


令和５年度の財務活動によるキャッシュ・フローは、１３百万円（１０．５％）増の△１


１１百万円となっている。 


主な増加要因としては、リース債務の返済による支出が１２百万円（１１．６％）減の△


９０百万円となったことなどが挙げられる。 


  


（４）主なセグメントの状況  


 セグメントは、「教養学部」「経済学部」「教育学部」「理工学研究科」「附属施設等」及び「附


属学校」に区分し、各セグメントに配賦しない業務損益及び資産は「法人共通」に計上している。 


なお、「法人共通」には、学生等に対する教育活動を支援する部署が含まれている。 


 


① 教養学部セグメント 


教養学部セグメントは、教養学部及び人文社会科学研究科（教養学部を基礎とする部門）によ


り構成されている。教養学部は、人文学及び関連する社会科学の諸成果を継承し、多様な文化及


び価値観を理解するとともに、自ら問題を設定・解決し、国内外の人々と的確に意思を疎通でき


る能力を培うことを通して、現代の文化及び社会の諸問題に対処し得る人材を育成することを教


育研究上の目的としている。人文社会科学研究科（教養学部を基礎としている部門）は、日本・


アジアの視点を軸にグローバルに活躍しうる高度専門職業人の育成を目的としている。 


令和５年度における特色のある取組については、以下のとおりである。 


 


地域社会との連携 


教養学部では、隔年で「埼玉県立近代美術館」及び「埼玉県立歴史と民俗の博物館」との


共催により「ミュージアム・カレッジ（公開講座）」を開催している。今年度は「埼玉県立


歴史と民俗の博物館」との共同企画で、「ミュージアム・カレッジ 2023「埼玉の学びと読


書」」と題した全４回の講演を行い、延べ 180 名の参加があった。本学の教育・研究の成果


を広く社会に開放し、地域の生涯学習の場として貢献した。 


 


教養学部セグメントにおける事業の主な財源は、運営費交付金収益２７９百万円（３２．８％


（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、学生納付金収益５４０百万円（６３．


５％）、その他収益３２百万円（３．７％）となっている。また、事業に要した経費は、教育経


費８８百万円（９．７％（当該セグメントにおける業務費用比、以下同じ））、人件費７８４百万


円（８５．９％）、その他経費４０百万円（４．４％）となっている。 


 


② 経済学部セグメント 


経済学部セグメントは、経済学部及び人文社会科学研究科（経済学部を基礎とする部門）によ


り構成されている。経済学部は、経済学・経営学・法学をはじめとする社会科学の教育及び研究


を通じて、自ら問題を発見し、分析し、解決することができる人材の育成を教育研究上の目的と


している。人文社会科学研究科（経済学部を基礎とする部門）は、問題把握能力に優れ、広い視


野と総合的な判断力を備え、新しい知を創造できる自立した研究者としての能力を有する高度専


門職業人の育成を目的としている。 


令和５年度における特色のある取組については、以下のとおりである。 
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地域課題解決の推進  


経済学部では、開かれた大学を実現するため、県民・市民との交流を図り、地域社会の文化


の向上に資することを目的として、さいたま市教育委員会との協働により「経済学部市民講座」


を毎年開催している。令和５年度は「現代社会の基本問題」をテーマに全８回の講義を行い、


延べ 593 名の参加があり、学術的知見をもとに、テーマについて考える貴重な機会となった。 


 


経済学部セグメントにおける事業の主な財源は、学生納付金収益８８５百万円（１２３．３％


（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、その他収益２０百万円（２．７％）となっ


ている。また、事業に要した経費は、教育経費９３百万円（１１．６％（当該セグメントにおけ


る業務費用比、以下同じ））、人件費６６０百万円（８１．９％）、その他経費５３百万円（６．


５％）となっている。 


 


③ 教育学部セグメント 


教育学部セグメントは、教育学部及び教育学研究科により構成されている。教育学部は、教職


及び教科に関わる学問並びに芸術・スポーツ諸領域の総合的な研究及び教育を通して広く教育の


発展に寄与し、主体的で豊かな人間性を基底としつつ教職に必要な専門的な知識・技能を身につ


けた、理論及び実践の両面にわたる力量有る質の高い教員の養成を目的としている。教育学研究


科は、学校教育に関わる理論的かつ実践的な研究及び教育を行うことにより、わが国の教育水準


の向上に必要な専門的力量及び研究能力を豊かに備えた人材や、社会の変化とともに学び続け、


教員集団の中核として活躍する実践的探究力と課題解決力をもった教員を育成することを目的と


している。 


令和５年度における特色のある取組については、以下のとおりである。 


 


教育プログラムの地域への発信  


教育学部では、学部・附属学校園・教職大学院における教育実践研究成果を発表し、県内外


の現職教員との交流や教員研修の機会を提供する場として、埼玉県教育委員会及びさいたま市


教育委員会、埼玉県公立小学校校長会、さいたま市立小学校校長会、埼玉県中学校長会、さい


たま市中学校長会の後援の下「教育実践フォーラム」を毎年開催している。 


今年度は「明日を拓く学びのイノベーション」をテーマに「教育実践フォーラム 2024」を


開催した。パネルディスカッションでは「新しい時代の学校教育に向けて―今日的な課題を解


決する実践の提案―」をテーマに、附属学校園での課題と取組について発表した。 


 


教育学部セグメントにおける事業の主な財源は、運営費交付金収益２６６百万円（１９．１％


（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、学生納付金収益１，０３８百万円（７４．


６％）、その他収益８８百万円（６．３％）となっている。また、事業に要した経費は、教育経


費１６６百万円（１１．１％（当該セグメントにおける業務費用比、以下同じ））、人件費１，２


２２百万円（８１．６％）、その他経費１１０百万円（７．３％）となっている。 


 


④ 理工学研究科セグメント 


理工学研究科セグメントは、理学部、工学部及び理工学研究科により構成されている。理学部


は、幅広い教養とともに専門性に根ざした理学の基礎を修得し、社会と時代とを支えリードでき


る創造性に富んだ人材の育成を目的としている。工学部は、工学に関する基礎知識、専門分野に


関する基礎・専門知識に加えて、理工系全体を俯瞰する視点や、地域から日本・世界に跨がる多


角的視点などを備え、それらを総合して社会的課題を工学の立場から異分野協働で解決し社会実
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装できる実践力に富んだ技術系人材の育成を目的としている。理工学研究科は、専門分野のみな


らず基礎から応用にわたる広い関連知識の修得を目指す高度専門教育を通して、独創性のある国


際的なレベルの研究者へ成長するための基礎を備えた人材の育成や、学問の新しい潮流、社会及


び産業の動向に対応できる知識を備え、学問の新領域や新技術・新産業を創出することのできる


研究者及び技術者の育成を目的としている。 


令和５年度における特色のある取組については、以下のとおりである。 


 


科学者の芽育成プログラム  


理工学研究科では、専門的な学習機会の提供により、科学に関する好奇心・学習意欲・能力


の成長を促し開花させることを目指し、埼玉県教育委員会及びさいたま市教育委員会の後援の


もと、「科学者の芽育成プログラム」を提供している。平成 30 年度からはジュニアドクター育


成塾支援事業「科学者の芽成長促進プログラム」として内容をグレードアップし、より多くの


「科学者の芽」の成長促進に取り組んでいる。 


令和５年度は６月 24 日（土）の開講式から２月 17 日（土）の閉講式までの期間、様々なプ


ログラムを開講した。 


また、11 月４日に開催されたジュニアドクター育成塾（JST）の「サイエンスカンファレン


ス 2023」において、埼玉大学科学者の芽育成プログラムのステップ 3 受講生が「自動運転車


椅子のための進路提示手法の検討」という研究テーマで発表し、研究発表大賞を受賞した。 


 


理工学研究科セグメントにおける事業の主な財源は、運営費交付金収益３６６百万円（８．


９％（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、学生納付金収益２，６１１百万円（６


３．４％）、その他収益１，１４３百万円（２７．７％）となっている。また、事業に要した経


費は、研究経費６３１百万円（１４．１％（当該セグメントにおける業務費用比、以下同じ））、


人件費２，８２２百万円（６３．２％）、その他経費１，０１４百万円（２２．７％）となって


いる。 


 


⑤ 附属施設等セグメント 


附属施設等セグメントは、研究機構、図書館、情報メディア基盤センター、ダイバーシティ推


進センター及び国際本部により構成されている。研究機構は、世界的水準の研究を推進するため、


重点領域を定めて研究の活性化及び研究支援の充実・強化を図り、その成果を広く社会に還元す


ることを目的としている。図書館は、教育研究及び学習に必要な学術情報を収集管理・提供し、


教育研究の発展に寄与することを目的としている。情報メディア基盤センターは、全学的な情報


基盤の整備・運用及び情報基盤に係る研究開発を行うことを目的としている。ダイバーシティ推


進センターは、本学の構成員が有する多様な個性及び価値観を尊重し、その多様性を最大限に活


かした教育研究を推進するとともに、それらの成果の社会還元を図ることにより、地域の中核拠


点として地域全体のダイバーシティ推進を牽引することを目的としている。国際本部は、国際化


のための企画・推進を行い、国際社会への貢献を実現することを目的としている。 


令和５年度における特色のある取組については、以下のとおりである。 


 


ジェンダー視点を取り入れた防災教育  


ダイバーシティ推進センターでは、令和６年１月に「被災地の避難所の現状はいま－ジェン


ダー視点からの報告－」をテーマにした緊急オンラインセミナーを開催した。「ジェンダー視


点を入れた防災教育」の取組を全国で進めてきた一般社団法人「男女共同参画地域みらいねっ


と」の代表で、能登半島・穴水町の避難所に行き、避難所の開設支援・運営支援に携わってこ


られた方による講演を行った。 
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ダイバーシティの推進 


ダイバーシティ推進センターでは、ダイバーシティ環境を地域に根付かせるため、ダイバー


シティ推進体制を強化し、埼玉県内のダイバーシティ推進のハブとなる組織を構築するととも


に、彩の国女性研究者ネットワークを基盤とした埼玉県内の大学・企業・行政と協働し、地域


市民の意識向上のための中心的役割を果たすことを第４期中期目標・中期計画に掲げている。 


令和５年度においては、埼玉大学公式 YouTube チャンネルに、中高生に向けた、本学理工


学研究科女性教員及び他機関女性研究者の動画を 15 本アップロードした。５分前後のコンパ


クトな動画で、理工系の学びの魅力を発信するとともに、その学びが将来どのように生かされ


るのかを楽しくわかりやすく紹介している。女性が理工系で学び研究するロールモデルを提示


する動画は、中学校・高等学校の進路指導にも活用されている。 


また、埼玉県、さいたま市、国立女性教育会館、彩の国女性研究者ネットワーク参画機関、


全国ダイバーシティネットワーク等によるダイバーシティ関連のイベント情報を収集し発信を


行った。 


 


附属施設等セグメントにおける事業の主な財源は、運営費交付金収益１，３７１百万円（８９．


４％（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、その他収益１６３百万円（１０．７％）


となっている。また、事業に要した経費は、教育研究支援経費６３０百万円（３３．８％（当該


セグメントにおける業務費用比、以下同じ））、人件費８１０百万円（４３．５％）、その他経費


４２３百万円（２２．７％）となっている。 


 


⑥ 附属学校セグメント 


附属学校セグメントは、附属幼稚園、附属小学校、附属中学校及び附属特別支援学校により構


成され、大学又は学部における児童、生徒、幼児の教育、保育に関する研究への協力や、学生の


教育実習の実施にあたることを目的としている。 


令和５年度における特色のある取組については、以下のとおりである。 


 


「共生・ダイバーシティ社会」の担い手づくりとなる教育モデルの開発・実践 


附属学校では、教育学部・教育学研究科との協働による「共生・ダイバーシティ社会」の担


い手づくりとなる教育モデルの開発・実践を目指し、①「性」の多様性、②障害者・高齢者、


③異なる文化や言語、④生命の多様性、⑤多様な職業、⑥貧困・経済的格差の「６つの柱」を


視野に入れた教育プログラムの開発を進めている。このうち、令和５年度は主として、③「異


なる文化や言語」、④「生命の多様性」をテーマとした取組を附属四校園で行った。主な取組


は、以下のとおりである。 


附属小学校では、秋田大学教育文化学部附属特別支援学校・小学校への視察を行うなど、教


員を派遣して情報収集に努めた。その他、男女混合名簿の作成、上海の学校との交流、埼玉大


学の留学生との交流などを行った。授業では音楽・国語・理科・総合的学習の時間において


「異なる文化や言語」「生命の多様性」にかかわるテーマを扱った。 
附属中学校では、国語の授業で「宗教」をテーマにした学習を行った。社会科ではジェン


ダーを意識したポロシャツのデザインを提案する活動を行った。理科ではバックグラウンド


の異なる他者との議論を通して、概念理解を深化させる取り組みを行った。美術ではファッ


ションにおける性の多様性について足利短期大学の講師と共同して研究を進めた。保健体育


では性別、体力差、体格差などに関わらず、運動に誰もが親しめる環境設定を試みた。技術･


家庭では UDL（Universal Design for Learning：学びのユニバーサルデザイン）に基づい


た授業実践を行った。英語では ALT を活用する授業を行った。 
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附属特別支援学校では、高等部とホーチミン日本人学校(小学校４年生)との交流を行った


他、小学部・中学部では野菜の栽培など、高等部では動物の世話などを行った。 


附属幼稚園では、日常の「遊び」の中での取組(民族楽器を含む様々な楽器や絵本・紙芝居


などに触れさせる)や、身近な動植物(ドングリ・オシロイバナ・梅・タマネギ・藍・大豆・


昆虫)を体験させる活動を行った。 


 


附属学校セグメントにおける事業の主な財源は、運営費交付金収益９２３百万円（８２．５％


（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、その他収益１９５百万円（１７．５％）と


なっている。また、事業に要した経費は、教育経費３２５百万円（２６．８％（当該セグメント


における業務費用比、以下同じ））、人件費８８９百万円（７３．１％）、その他経費１百万円


（０．１％）となっている。 


 


⑦ 法人共通セグメント 


法人共通セグメントは、事務局及び教育機構により構成されている。事務局は、教育研究組織


等の円滑かつ効果的な業務遂行のための支援及びその他大学運営に必要な業務を担い、効率的・


機動的な業務運営等を行うことを目的としている。教育機構は、全学的な教育にかかる企画・実


施及び学生支援を行うことを目的としている。 


令和５年度における特色のある取組については、以下のとおりである。 


 


多様な教職員が活躍できる就労環境の整備  


ライフイベント中の教職員のための支援制度を実施するとともに、新たな支援制度の実施に


向けた取組を行っている。また、ライフイベント中の教職員のための支援制度として、祝日


等の学内一時保育の実施やファミリーサポート利用助成、病児保育利用助成、ベビーシッタ


ー利用補助、教員対象の研究補助制度を実施した。さらに、仕事と家庭の両立支援制度の拡


充等のため、育児部分休業及び早出遅出労働の対象となる子の範囲の拡大を行った。 


 


法人共通セグメントにおける事業の主な財源は、運営費交付金収益２，９４３百万円（８３．


５％（当該セグメントにおける業務収益比、以下同じ））、補助金等収益２５５百万円（７．


２％）、その他収益３２７百万円（９．３％）となっている。また、事業に要した経費は、教育


経費３７５百万円（１５．３％（当該セグメントにおける業務費用比、以下同じ））、人件費１，


６２１百万円（６６．１％）、一般管理費４３０百万円（１７．５％）、その他経費２８百万円


（１．２％）となっている。 


 


２．目的積立金の申請状況及び使用内訳等 


当期総利益１１７百万円のうち、中期計画の剰余金の使途において定めた教育研究の質の向上


及び業務運営の改善に充てるため、１１７百万円を目的積立金として申請している。 


令和５年度においては、授業料免除実施経費、建物等長寿命化事業、電気設備機器等更新、無


線 LAN システム化設備、教育研究環境整備等事業の財源に充てるため、目的積立金を取り崩し、


２１９百万円を使用した。 


 


３．重要な施設等の整備等の状況 


（１） 当事業年度中に完成した主要施設等 


（大宮（特附））校舎改修（Ⅰ期・Ⅱ期・Ⅲ期） 附属特別支援学校校舎改修 


（取得価額８３０百万円） 
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（２） 当事業年度中において継続中の主要施設等の新設・拡充 


該当なし。 


（３） 当事業年度中に処分した主要施設等 


   該当なし。 


（４） 当事業年度中において担保に供した施設等 


   該当なし。 


 


４．予算と決算との対比                         


（単位：百万円）  


※詳細については各年度の決算報告書を参照  


 元年度 ２年度 ３年度 ４年度 ５年度 


予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 予算 決算 差額理由 


収入 13,524 14,639 12,598 14,271 13,655 14,923 12,901 14,682 13,450 14,593 
令和 5 年度収入決算
額は、受託事業・寄
附金や、授業料収入
等の受入が見込より
増 加 し た こ と に よ
り、予算額に比して
1,142 百万円の増と
なっています。 


運営費交付金収入 


補助金等収入 


学生納付金収入 


その他 


7,159 


73 


4,608 


1,684 


7,005 


86 


4,547 


3,001 


6,124 


352 


4,612 


1,511 


6,288 


509 


4,568 


2,905 


6,690 


370 


4,463 


2,133 


6,802 


372 


4,561 


3,188 


5,884 


633 


4,580 


1,803 


6,008 


723 


4,616 


3,334 


6,049 


609 


4,614 


2,179 


6,101 


634 


4,703 


3,154 


支出 13,524 13,171 12,598 12,640 13,655 13,139 12,630 12,694 13,175 12,991 
令和 5 年度支出決算
額は、人件費の減少
や受託・共同研究の
受入が見込より減少
し た こ と に よ り 、 
予算額に比して 184
百万円の減となって
います。 


 教育研究経費 


 一般管理費 


 その他 


11,969 


- 


1,555 


11,388 


- 


1,783 


10,963 


- 


1,635 


10,933 


- 


1,707 


11,649 


- 


2,006 


11,484 


- 


1,655 


10,652 


- 


1,978 


10,956 


- 


1,738 


11,109 


- 


2,066 


11,093 


- 


1,897 


収入－支出 0 1,468 0 1,631 0 1,784 271 1,988 275 1,602 


令和 5 年度収支差額
は、上記の差額理由
等により、予算額に
比 し て 決 算 額 が
1,326 百万円の増と
なっています。 
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Ⅳ 事業に関する説明 


１．財源の状況 


本学の経常収益は１３，２５６百万円で、その内訳は、運営費交付金収益５，９６１百万円


（４５．０％（対経常収益比、以下同じ。））、学生納付金収益５，０８４百万円（３８．４％）、


その他収益２，２１１百万円（１６．６％）となっている。 


また、事業に要した経常費用は１３，２１４百万円で、その内訳は、人件費８，８０８百万円


（６６．６％（対経常費用比、以下同じ。））、教育経費１，６０８百万円（１２．２％）、研究経


費１，０３５百万円（７．８％）、教育研究支援経費６４４百万円（４．９％）、一般管理費５３


１百万円（４．０％）、その他経費５８８百万円（４．５％）となっている。 


 


２．事業の状況及び成果 


（１） 教育に関する事項 


国立大学法人の重要な事業の一つである教育において、本学ではこれまで研究と教育を両輪と


する個性的な総合大学の構築を通じて、専門性を軸に幅広い教養を備えた人材の育成を目標に、


時代の新しい要請に応える活動を進めてきた。 


令和５年度における教育に関する状況及び成果は下記のとおりである。 


 


政策提言を通じた実践教育 


埼玉大学では、例年、学生が埼玉県知事へ政策提言を行う「知事と埼玉大学学生の意見交換会」


を開催している。 


 令和５年度は「温室効果ガス削減に向けたフードロス削減」「地域で担う、みんなでつなげる


部活動」「サクサク進める県内就職活動」「みんなで予防する特殊詐欺被害」「ゲームを用いたヘ


ルメット着用の促進と電動キックボードの安全性向上」の５件の政策提言を行った。 


 また、令和４年度に政策提言を行った「サービス産業事業者の労働生産性向上支援」を目的と


した政策（県内中小企業に DX を導入してもらうために、県産業労働部の LINE お知らせシステム


を活用し相手にメッセージを見てもらえる時間に投稿を行う広報戦略や、最大５回のクリックで


最適な DX 事例が分かる診断チャートの県ホームページへの掲載）が埼玉県により採択された。 


 


（２） 研究に関する事項 


国立大学法人の重要な事業の一つである研究において、本学ではこれまで研究と教育を両輪と


する個性的な総合大学の構築を通じて、地球規模での人類的課題や地域社会が抱える現実的課題


に応えることを目標に、時代の新しい要請に応える活動を進めてきた。 


令和５年度における研究に関する状況及び成果は下記のとおりである。 


 


戦略的研究領域における各領域の活動  


本学が強みを有する基礎研究、応用研究、産学官連携による共同研究を推進する研究グループ


を、全学的な戦略的研究領域又はインキュベーション研究グループとして位置付け重点支援する


ことにより、研究の更なる加速と成果の社会還元を実現するため、令和４年４月、研究機構に戦


略研究センターを設置した。新たに戦略的研究領域とされた、Ｘ線・光赤外線宇宙物理研究領域、


グリーンバイオサイエンス研究領域、健康科学研究領域、循環型ゼロエミッション社会形成研究


領域、進化分子デザイン研究領域、東アジアＳＤ研究領域、未来光イノベーション研究領域にお


いては、事業を順調に実施している。主な実績は、以下のとおりである。 


グリーンバイオサイエンス研究領域では、バイオディーゼル燃料やジェット燃料の原料となる
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遊離脂肪酸を高生産する微細藻類シアノバクテリアの遺伝子改変株を作製することに成功し、そ


の成果は多数のメディアに報道された。 


進化分子デザイン研究領域では、バイオイメージングの研究において、理想的なペースで継続


的にインパクトの大きな研究成果の創出を進め、メディアを通じた情報発信を行っている。埼玉


大学発の進化分子デザインの技術基盤については、創薬を中心とする応用展開が堅実に進んでお


り、来年度以降は企業が中心の活動に移行する予定である。基礎研究としては、タンパク質機能


の解明に向けた新たなツール開発が進み、解明が待たれていた脂質単分子膜の安定化に寄与する


タンパク質群の機能解析技術の確立に至った。これらは実際に企業が応用展開をする上でも重要


な成果で、社会還元を進める方向性で健全な活動が展開できている。また、食害を受けた植物が


放出する揮発性化合物が近隣の植物への危険情報シグナルとして伝えられるメカニズムの解明研


究の成果や、埼玉県内に国内で唯一の自生地を有することでも知られている食虫植物ムジナモの


研究に関する取り組みの紹介は、昨年度に引き続き、実際に目で見ることのインパクトを通じ、


科学の素晴らしさの発信に大いに貢献したと考えている。特にカラフルな動画は子どもたちの興


味をひく格好の教育材料であるのみならず、向学心を有する多くの一般成人の興味を引いている。


大学が求められている若い世代の知的好奇心の惹起という観点に加え、生涯学習の啓蒙という観


点でも大きな貢献を果たしていると考えている。 


未来光イノベーション領域では、産学の共同研究により開発した製品の商品化した製品の社会


実装を進めている。その成果として、公益財団法人日本発明振興協会と日刊工業新聞社が主催す


る第 49 回発明大賞「発明功労賞」を受賞、さらにモノづくり日本会議と日刊工業新聞社が主催


する 2023 年超モノづくり部品大賞「電気・電子部品賞」の受賞につながった。 


Ｘ線・光赤外線宇宙物理研究領域では、XRISM 打ち上げ後の立ち上げ運用、軌道上較正及び初


期観測において、ミッション PI、科学運用責任者、搭載装置運用メンバーとして主導的な役割


を果たした。 


 


（３） 社会貢献に関する事項 


国立大学法人の重要な事業の一つである社会貢献において、本学ではこれまで、大学の知を現


代的課題の解決のために統合して社会の期待に応えること、首都圏の一角を構成する埼玉県下唯


一の国立大学という特性を活かし、地域社会のニーズに応じた人材育成と研究開発を行い、広域


地域の活性化中核拠点としての役割を担うことを目標に、埼玉県内自治体との連携に関する協定


の締結や地域企業との連結協定を結び、様々な地域振興や地域再生、住民等の教育・文化活動等


の支援といった取組みを進めてきた。 


令和５年度における社会貢献に関する状況及び成果は下記のとおりである。 


 


彩の国・理工系進路選択エンカレッジプログラム  


本学では、女子中高生が科学技術への興味関心を高め、将来、科学技術イノベーションに関わ


る分野で活躍することを後押しするため、「彩の国で育もう、理工系女子の未来を！彩の国から


変えよう、理工系の未来を！」をテーマに地域の関係機関との連携により「WISE-P (Women in 


Science and Engineering Program）」 に取り組んでいる。本事業は、JST の次世代人材育成事


業「女子中高生の理系進路選択支援プログラム」への採択を受けて令和３年度よりスタートした


もので、令和５年度においても、サイエンス体験スクールや出前授業、企業や大学のラボ訪問な


ど、「理工系進路選択エンカレッジの拠点」として数々の取組みを実施した。 
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３．業務運営上の課題・リスク及びその対応策 


（１） リスク管理の状況 


本学では、リスクの発生の防止又はリスクが発生した場合の損失の回避、軽減及び移転等


のリスク対応を図り、教育・研究・社会貢献の役割を持続的かつ安定的に果たしていくため、


「国立大学法人埼玉大学業務方法書」に基づき、業務実施の障害となる要因を事前にリスク


として識別、分析及び評価し、当該リスクへの適切な対応を可能とする体制を整備している。


業務方法書に基づき設置する内部統制委員会には、リスク管理等の内部統制に関する事項の


モニタリング結果が報告され、問題点の要因分析や改善策等について審議を行い、その結果


（検討状況や改善指示等）を学内全体で情報共有している。本学の内部統制システム体制は


下図のとおりである。 


また、様々な事象に伴う危機に迅速かつ的確に対処し、本学の学生及び教職員並びに近隣


住民等の安全確保及び資産の保全を図るとともに、大学の社会的な責任を果たすため、「国


立大学法人埼玉大学危機管理規則」に基づき危機管理室を設置し、危機の発生防止及び危機


発生時における被害の最小化を図る体制を整備している。 


※詳細については、以下資料を参照 


 国立大学法人埼玉大学業務方法書 


（https://www.saitama-u.ac.jp/guide/disclosure/internal_control_system/pdf/business_method2.pdf） 


 


○埼玉大学内部統制システム体制図 


 


 


 



https://www.saitama-u.ac.jp/guide/disclosure/internal_control_system/pdf/business_method2.pdf





24 


（２） 業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況 


  当法人の業務運営上の課題・リスク及びその対応策の状況は以下のとおりである。 


①  研究活動不正及び公的研究費不正によるリスクについて 


   本学では、研究活動を積極的に推進するにあたり、社会からの信頼と公正な研究活動を確


保するため、若手研究者へのメンターの配置や、定期的な研究倫理教育、研究データ等の管


理状況の確認等を行い、全ての研究活動上の不正行為を事前に防止するための取組を推進し


ている。 


また、公的研究費の不正使用防止のため、研究費不正使用防止推進室を設置及び「埼玉大


学における研究費不正使用防止計画」を策定の上、大学関係者への啓発活動を行っている。 


※詳細については、下記資料を参照。 


公的研究費の不正使用防止への取組 
（https://www.saitama-u.ac.jp/guide/disclosure/prevention/） 


 


 ② 個人情報漏えいに関するリスクについて 


   本学では、個人情報等の適正な取扱いの確保を目的として、「国立大学法人埼玉大学の保


有する個人情報の保護に関する規則」に基づく、学内向けのガイドラインを策定するととも


に、定期的な研修を実施することにより、教職員の意識の高揚を図っている。 


 


③ コンピュータ・ネットワーク障害に係るリスクについて 


   本学では、「国立大学法人埼玉大学情報倫理及び情報セキュリティに関する規則」に規定


されるセキュリティポリシーに基づき、適切な情報システム運用を図るとともに、インシデ


ント発生時においては、最高情報セキュリティ責任者（CISO）の指示の下、情報メディア


基盤センターを中心とした関連部局との連絡体制を構築している。 


 


４．社会及び環境への配慮等の状況 


 ①社会への配慮等の状況 


本学は、社会への配慮の方針の一つとして、令和２年度に、埼玉大学ダイバーシティ宣言を


表明し、多様な人々の人権が尊重されるという「多様性」（ダイバーシティ）の理念と、その


多様な誰もが安心して学び、働き、活躍できる機会を保障するという「包摂」（インクルージ


ョン）の理念を、大学のすべての取組の礎とし、多様性の意識啓発、多様な人材配置の実現、


多様性の尊重、あらゆる差別に抵抗するという取組を通して、ダイバーシティ環境の実現に努


めている。主な取組は、以下のとおりである。 


・子育て・介護中の教職員支援、子育て・介護中の教職員のネットワーキング、講演会・セミ


ナー・映画上映会開催、ダイバーシティ相談などの活動を通じて、男女問わず全ての教職員


が働きやすい職場環境づくりの取組を行っている。 


・戦略的ポストサイクルシステムによる女性限定公募、キャリアアップ支援、学長特別賞（み


ずき賞）の表彰を行うなど、女性教員採用・上位職登用・昇任を促進している。 


・埼玉県及び県内企業・大学等との協働で、彩の国女性研究者ネットワークを構築し、シンポ


ジウムやネットワークセミナーを開催し、ダイバーシティ研究環境の実現を目指している。 


・次世代育成のために、彩の国女性研究者ネットワーク参画大学の学生・院生を対象とした研


究機関訪問セミナーや、女子中高生・保護者に向けサイエンス体験スクールなどのイベント


を開催している。 


※詳細については、下記資料を参照 


2023 年度ダイバーシティセンター活動報告書 


(https://park.saitama-u.ac.jp/~diversity/wp-content/uploads/2024/04/bc6a29a90753b65cc5e497040375fab6.pdf) 



https://www.saitama-u.ac.jp/guide/disclosure/prevention/

https://park.saitama-u.ac.jp/%7Ediversity/wp-content/uploads/2024/04/bc6a29a90753b65cc5e497040375fab6.pdf
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②環境への配慮等の状況 


本学は、環境への配慮の方針として「環境に関する埼玉大学の方針」を定め、教職員、学


生・生徒・児童等及びキャンパス内に常駐する関連事業者が協力して、環境マネジメントシス


テムを構築するとともに、継続的な改善を図り、環境に配慮した取組みをすることとしている。 


また、当該方針に基づき、毎事業年度作成・公表する「環境報告書」にあるとおり、SDGs


の目標に合致する省エネルギー等の環境負荷低減や環境教育・研究の推進など、環境に配慮し


た活動に取り組んでいる。 


※詳細については、下記資料を参照 


環境報告書 2023（https://www.saitama-u.ac.jp/guide/environment-report.pdf） 


 


５．内部統制の運用に関する情報 


本学では、国立大学法人埼玉大学業務方法書に基づき、役員（監事を除く。）の職務の執行が


国立大学法人法（平成 15 年法律第 112 号）又は他の法令に適合することを確保するための体制


その他業務の適正を確保するための体制（以下「内部統制システム」という。）を整備している。


当事業年度における運用状況は以下のとおりである。 


・内部統制委員会に関する事項 


本学における内部統制システムの整備及び運用状況について、内部統制統括管理責任者か


ら報告を受け、必要な改善策等について審議するため、内部統制委員会を設置している。 


当事業年度においては、内部統制委員会を開催し、内部統制システム推進計画の策定、当


該計画に基づき実施した内部統制システムの整備及び運用状況に関するモニタリングの結果


等について報告を受け、必要な改善策等を審議した。 


 


６．運営費交付金債務及び当期振替額の明細 


（１） 運営費交付金債務の増減額の明細                 （単位：百万円） 


交付年度 期首残高 
交付金 


当期交付額 


当期振替額 


期末残高 運営費 


交付金収益 


資本 


剰余金 


小計 


４年度 190 - 126 - 126 63 


５年度 - 5,975 5,835 - 5,835 140 


 


（２）運営費交付金債務の当期振替額の明細 


① ４年度交付分                            （単位：百万円）                                      


区  分 金 額 内  訳 


業 務 達 成 基 準


による振替額 


運 営 費 交 付 金


収益 


103 ① 業務達成基準を採用した事業等 
社会との共創、教育研究の質の向上、老朽化対策等の推
進のための教育研究環境整備等事業、障害学生支援分。 


② 当該業務に関する損益等 
ｱ) 損益計算書に計上した費用の額：87 
（教育経費：40、研究経費：16、一般管理費：18、教育
研究支援経費：3、人件費：10） 
ｲ) 自己収入に係る収益計上額：0 
ｳ) 固定資産の取得額：16  


③ 運営費交付金収益額の精算根拠 
社会との共創、教育研究の質の向上、老朽化対策等の
推進のための教育研究環境整備等事業について、業務
進行に伴い支出した運営費交付金債務 93 百万円を収益
化。障害学生支援分について、計画に対する達成率が
100％であったため、当該業務に係る運営費交付金債
務 10 百万円を収益化。 


資本剰余金 - 


計 103 



https://www.saitama-u.ac.jp/guide/environment-report.pdf
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期 間 進 行 基 準


による振替額 


 


 


運 営 費 交 付 金


収益 


- 
 


資本剰余金 - 


計 - 


費 用 進 行 基 準


による振替額 


運 営 費 交 付 金


収益 


23 ① 費用進行基準を採用した事業等 
退職手当、年俸制導入促進費 


② 当該業務に関する損益等： 
ｱ) 損益計算書に計上した費用の額：23 
（人件費：23） 
ｲ) 自己収入にかかる収益計上額：0 
ｳ) 固定資産の取得額：0 


③ 運営費交付金収益額の精算根拠 
業務進行に伴い支出した運営費交付金債務 23 百万円を
収益化。 


資本剰余金 - 


計 23 


合計  126  


② ５年度交付分                           （単位：百万円）                                      


区  分 金 額 内  訳 


業 務 達 成 基 準


による振替額 


運 営 費 交 付 金


収益 


233 ① 業務達成基準を採用した事業等 
科学技術イノベーション創出に貢献しうる実践力を備え
た理工系人材の育成、ダイバーシティ環境推進機能強
化、研究機構の機能強化による戦略的研究成果の社会還
元の促進、先端産業国際ラボラトリーの機能強化、地域
中核大学として脱炭素を端緒に社会課題解決の地域連携
モデルを作る社会変革研究センターの設置。 


② 当該業務に関する損益等 
ｴ) 損益計算書に計上した費用の額：229 
（教育経費：5、研究経費：38、一般管理費：1、教育研
究支援経費：0、人件費：185） 
ｵ) 自己収入に係る収益計上額：0 
ｶ) 固定資産の取得額：4 


③ 運営費交付金収益額の精算根拠 
科学技術イノベーション創出に貢献しうる実践力を備え
た理工系人材の育成、ダイバーシティ環境推進機能強
化、研究機構の機能強化による戦略的研究成果の社会還
元の促進、先端産業国際ラボラトリーの機能強化、地域
中核大学として脱炭素を端緒に社会課題解決の地域連携
モデルを作る社会変革研究センターの設置について、計
画に対する達成率が 100％であったため、当該業務に係
る運営費交付金債務 233 百万円を収益化。 


資本剰余金 - 


計 233 


期 間 進 行 基 準


による振替額 


 


 


 


運 営 費 交 付 金


収益 


5,032 ① 期間進行基準を採用した事業等 
業務達成基準及び費用進行基準を採用した業務以外の
全ての業務 


② 当該業務に関する損益等 
ｱ) 損益計算書に計上した費用の額：5,030 
（教育経費：7、研究経費：59、教育研究支援経費：0、
人件費：4,964） 
ｲ) 自己収入にかかる収益計上額：0 
ｳ) 固定資産の取得額：2 


③ 運営費交付金収益額の精算根拠 
期間進行基準に係る運営費交付金債務を全額収益化。 


資本剰余金 - 


計 5,032 


費 用 進 行 基 準


による振替額 


運 営 費 交 付 金


収益 


570 ① 費用進行基準を採用した事業等 
退職手当、年俸制導入促進費、教育・研究基盤維持経
費、移転費、建物新営設備費 


② 当該業務に関する損益等： 
ｴ) 損益計算書に計上した費用の額：570 
（教育経費：3、研究経費：65、人件費：502） 
ｵ) 自己収入にかかる収益計上額：0 
ｶ) 固定資産の取得額：0 


③ 運営費交付金収益額の精算根拠 
業務進行に伴い支出した運営費交付金債務 570 百万円
を収益化。 


資本剰余金 - 


計 570 


合計  5,835  


 







27 


（３）運営費交付金債務残高の明細                    （単位：百万円） 


交付年度 運営費交付金債務残高 残高の発生理由及び収益化等の計画 


４年度 業務達成基準を


採用した業務に


係る分 


63 社会との共創、教育研究の質の向上、老朽化対策等の推進の


ための教育研究環境整備等事業について、複数年の事業であ


ることから 63 百万円を翌事業年度に繰り越したもの。 


期間進行基準を


採用した業務に


係る分 


-  


費用進行基準を


採用した業務に


係る分 


-  


計 63  


５年度 業務達成基準を


採用した業務に


係る分 


140 社会との共創、教育研究の質の向上、老朽化対策等の推進の


ための教育研究環境整備等事業について、複数年の事業であ


ることから 140 百万円を翌事業年度に繰り越したもの。 


期間進行基準を


採用した業務に


係る分 


-  


費用進行基準を


採用した業務に


係る分 


-  


計 140  
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７．翌事業年度に係る予算 


令和６年４月～令和７年３月              （単位：百万円） 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


 


翌事業年度の施設整備費補助金のうち、２０７百万円は大宮団地校舎改修、２００百万円は大


久保地区排水設備改修によるものである。また、補助金等収入のうち２６７百万円は授業料等減


免費交付金によるものである。 


詳細については、年度計画を参照 


（https://www.saitama-u.ac.jp/media/6nendokeikaku.pdf） 


  


区分 金額 


収入 


 運営費交付金 


 施設整備費補助金 


 船舶建造費補助金 


 補助金等収入 


 大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 


 自己収入  


学生納付金収入 


  附属病院収入 


  財産処分収入 


  雑収入 


 産学連携等研究収入及び寄附金収入等 


 引当金取崩 


 長期借入金収入 


 貸付回収金 


 目的積立金取崩 


 出資金 


13,268 


6,132 


407 


0 


319 


0 


4,896 


4,652 


0 


0 


244 


1,348 


0 


0 


0 


166 


0 


支出 


 業務費 


教育研究経費 


  診療経費 


 施設整備費 


 船舶建造費 


 補助金等 


 産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 


 貸付金 


 長期借入金償還金 


 大学改革支援・学位授与機構施設費納付金 


 出資金 


13,003 


11,176 


11,176 


0 


407 


0 


52 


1,348 


0 


20 


0 


0 


収入－支出 265 



https://www.saitama-u.ac.jp/media/6nendokeikaku.pdf
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Ⅴ 参考情報 


１．財務諸表の科目の説明 


① 貸借対照表 


 


③ 損益計算書 


 


有形固定資産 土地、建物、構築物、工具器具備品、図書等、国立大学法人等が長期


にわたって使用する有形の固定資産。 


減価償却累計額等 固定資産の減価償却費を直接控除せずに、間接的に控除する場合の償


却費の累計額。 


その他の有形固定資産 美術品・収蔵品、船舶、車両運搬具等が該当。 


その他の固定資産 無形固定資産（特許権等）、投資その他の資産（敷金・保証金）が該


当。 


現金及び預金 現金と預金（普通預金及び一年以内に満期又は償還日が訪れる定期預


金等）の合計額。 


その他の流動資産 未収学生納付金収入、たな卸資産等が該当。 


長期繰延補助金等 補助金により償却資産を取得した場合、当該償却資産の貸借対照表計


上額と同額を補助金債務等から長期繰延補助金等に振り替える。計上


された長期繰延補助金等については、当該償却資産の減価償却を行う


都度、それと同額を長期繰延補助金等から補助金等収益（収益科目）


に振り替える。 


その他の固定負債 長期借入金、長期リース債務等が該当。 


引当金 将来の特定の費用又は損失を当期の費用又は損失として見越し計上す


るもの。徴収不能引当金等が該当。 


運営費交付金債務 国から交付された運営費交付金の未使用相当額。 


寄附金債務 これまでに受領した寄附金の未使用相当額。 


未払金 支払債務のうち、当該年度中に支払が完了しなかったもの。 


政府出資金 国からの出資相当額。 


資本剰余金 国から交付された施設費等により取得した資産(建物等)等の相当額。 


利益剰余金 国立大学法人等の業務に関連して発生した剰余金の累計額。 


業務費 国立大学法人の業務に要した経費。 


教育経費 国立大学法人の業務として学生等に対し行われる教育に要した経費。 


研究経費 国立大学法人の業務として行われる研究に要した経費。 


教育研究支援経費 図書館、情報メディア基盤センター、科学分析支援センターで、特定


の学部等に所属せず、法人全体の教育及び研究の双方を支援するため


に設置されている施設であって学生及び教員の双方が利用するものの


運営に要する経費。 


人件費 役員及び教職員の給与、賞与、法定福利費等の経費。 


一般管理費 国立大学法人の管理その他の業務を行うために要した経費。 


財務費用 支払利息等。 


運営費交付金収益 運営費交付金のうち、当期の収益として認識した相当額。 


学生納付金収益 授業料収益、入学金収益、検定料収益の合計額。 


その他の収益 受託研究収益、共同研究収益、受託事業等収益、寄附金収益、補助金


等収益等の合計額。 


臨時損益 固定資産の売却（除却）損益等。 


目的積立金取崩額 目的積立金とは、前事業年度以前における剰余金（当期総利益）のう


ち、特に教育研究の質の向上に充てることを承認された額のことであ


るが、それから取り崩しを行った額。 
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④ キャッシュ・フロー計算書 


 


２．その他公表資料等との関係の説明 


 事業報告書に関連する報告書等として、以下の資料を作成している。 


 


データブックでは、本学への入学を目指す受験生に向けて、全５学


部の紹介、教育・研究の特色や学生サポート体制などの情報を掲載し


ている。 


当資料は本学のホームページで公表している。 


掲載 URL 


https://www.saitama-u.ac.jp/guide/publicity/ 


 


 


 


 


 


 


 


 統合報告書では、本学の学生や保護者、地域住民や企業の方々をは


じめとしたステークホルダーに向けて、本学のビジョンや Action 


Plan、教育・研究・社会連携等の活動実績に係る非財務情報と、決算


情報や財務諸表等の財務情報をまとめて掲載している。 


当資料は本学のホームページで公表している。 


掲載 URL 


 https://www.saitama-u.ac.jp/guide/disclosure/integrated-report2023/book/ 


 


 


 


 


 


以上 


 


業務活動による 


キャッシュ・フロー 


原材料、商品又はサービスの購入による支出、人件費支出及び運営費


交付金収入等の、国立大学法人等の通常の業務の実施に係る資金の収


支状況を表す。 


投資活動による 


キャッシュ・フロー 


固定資産や有価証券の取得・売却等による収入・支出等の将来に向け


た運営基盤の確立のために行われる投資活動に係る資金の収支状況を


表す。 


財務活動による 


キャッシュ・フロー 


増減資による資金の収入・支出、債券の発行・償還及び借入れ・返済


による収入・支出等、資金の調達及び返済等に係る資金の収支状況を


表す。 


資金に係る換算差額 外貨建て取引を円換算した場合の差額相当額。 



https://www.saitama-u.ac.jp/guide/publicity/

https://www.saitama-u.ac.jp/guide/disclosure/integrated-report2023/book/

https://www.saitama-u.ac.jp/guide/disclosure/integrated-report2023/book/
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国立大学法人　埼玉大学


差　　　額
（決算－予算）


 収入 　 　 　


運営費交付金 6,048 6,101 52 （注１）


施設整備費補助金 355 353 △ 1 （注２）


補助金等収入 608 633 24 （注３）


大学改革支援・学位授与機構施設費交付金 26 0 △ 26 （注４）


自己収入 4,877 4,958 80


授業料、入学料及び検定料収入 4,614 4,703 89 （注５）


雑収入 263 255 △ 8 （注６）


産学連携等研究収入及び寄附金収入等 1,330 2,326 995 （注７）


目的積立金取崩 203 219 16 （注８）


計 13,450 14,592 1,142


 支出


業務費 11,108 11,093 △ 15 （注９）


教育研究経費 11,108 11,093 △ 15


施設整備費 381 353 △ 27 （注10）


補助金等 333 380 47 （注11）


産学連携等研究経費及び寄附金事業費等 1,330 1,143 △ 187 （注12）


長期借入金償還金 20 20 0


計 13,174 12,990 △ 184


収入－支出 275                  1,602 1,326


※決算報告書の記載金額は、百万円未満を切り捨てて表示しています。


○予算と決算の差異について


（注10）施設整備費については、（注２）に示した理由により、予算額に比して決算額が27百万円の減となっています。


○損益計算書との集計区分の相違について


（注４）大学改革支援・学位授与機構施設費交付金については、当初計画を変更したことにより、予算額に比して決算額が26百万円
　　　　の減となっています。


　 業務費の教育研究経費には、損益計算書の教育経費、研究経費、教育研究支援経費、役員人件費、教員人件費、職員人件費及び
　 一般管理費が含まれ、寄附金、施設整備費、補助金等を財源とする費用は含まれていません。


（注５）授業料、入学料及び検定料収入については、予算段階での見込みより各収入が増額したことにより、予算額に比して決算額が
　　　　89百万円の増となっています。


（注８）目的積立金取崩については、当初計画を変更したことにより、予算額に比して決算額が16百万円の増となっています。


（注７）産学連携等研究収入及び寄附金収入等については、受託事業、寄附金の受入が見込みより増額したこと及び決算額に前年度
　　　　以前の繰越額1,227百万円を含んでいること等により、予算額に比して決算額が995百万円の増となっています。


（注６）雑収入については、予算段階での見込みより共通テスト実施収入や宿舎料収入が減額したことにより、予算額に比して決算額
　　　　が8百万円の減となっています。


（注11）補助金等については、（注３）に示した理由により、予算額に比して決算額が47百万円の増となっています。


（注９）業務費については、予算段階の見込みよりも人件費が減額したこと等により、予算額に対して決算額が15百万円の減
　　　　となっています。


（注12）産学連携等研究経費及び寄附金事業費等については、受託研究と共同研究の受入が見込みより減額したことにより、予算額
　　　　に比して決算額が187百万円の減となっています。


（注２）施設整備費補助金については、経費の節減に努めたため、予算額に比して決算額が1百万円の減となっています。


（注３）補助金等収入については、補助金の受入が見込みより減額した一方、決算額に本年度使用した前年度以前の繰越額を含んで
　　　　いるため予算額に比して決算額が24百万円の増となっています。なお、補助金等収入には、授業料等減免費交付金が253百万円
　　　　含まれており、本補助金は授業料等免除に使用しています。


令和５年度　決算報告書


　　　　　　　 （単位：百万円）


区　　分 予　算　額 決　算　額 備　　　考


（注１）運営費交付金については、予算段階では予定していなかった特殊要因運営費交付金等が追加交付されたことにより、予算額
　　　　に比して決算額が52百万円の増となっています。







